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国際研究大学として
世界で輝くWASEDAへ

「研究の早稲田」を柱に据え、
世界から研究者が集い高め合う
環境作りに注力
　第17代総長として、覚悟をもって取り組むべき重要な仕事に、早稲
田大学を「世界で輝くWASEDA」にすることを掲げています。そのた
めには、2012年に策定された中長期計画「Waseda Vision 150」の
理念をしっかりと引き継いだ上で、次のステージへと昇華させてい
くことが必要だと考えます。そこで新たなグランドデザインを描く
上で、「研究の早稲田」「教育の早稲田」「貢献の早稲田」の三つの柱を
据え、なかでも「研究の早稲田」の確立を最重要な取り組みに位置付
けています。世界的に実力ある研究者が早稲田大学に集う仕組み作
りを進め、質の高い研究活動を推進し、その成果を教育に反映させる
ことで優れた学生と優秀な若手研究者を育成し、さらに研究力を高
めていく。そうした好循環を生み出すことを目指しています。
　歴史を遡ると、早稲田大学は日本で最初に理工学部を設置し、 
理学と工学の連携に力を入れてきました。近年は生命医科学との 
連携も進んでいます。さらに今後は、社会科学や人文科学と、自然科
学との連携も重要になるでしょう。データ科学センター（Center 
for Data Science）などのように、学術院や分野を超えた学際的な
研究を可能にする早稲田大学の環境の強みが、これまで以上に発揮
されるはずです。
　早稲田大学は、時代の要請に応える文理融合の研究を積極的に
推し進め、その成果を実社会に丁寧に活用することに引き続き尽力
します。建学の精神にも通じるこの基本姿勢を大切に、2032年の
WASEDA の研究ビジョンである「世界の平和と人類の幸福に貢献
する研究」の実現に向けて、たゆまず歩みを進めていきます。

早稲田大学第17代総長。1975年早稲田大学政治経済学部卒業、85年オハイオ州立大学大学院博
士課程修了、政治学博士（Ph.D.）。東洋英和女学院大学助教授、青山学院大学教授、本学政治経済
学術院教授などを経て現職。2006年から本学の教務部長、理事、および世界政治学会（IPSA）会
長などを歴任。

早稲田大学  総長

田中 愛治  TA N A K A ,  A i j i
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早稲田大学の前身である東京専門学校は1882（明治15）年、
大隈重信によって創設されました。以来、“ 官学に匹敵する
高等教育機関の育成 ”という大隈重信の理想を現実のものとし、

“私学の雄”としての道を着実に歩んできました。
その歴史は“学問の独立”を中心とする「三大教旨」や

「進取の精神」「在野精神」「東西文明の調和」といった
理念により支えられています。
こうした伝統を基盤に、2012年秋に策定された

“Waseda Vision 150”のもと、世界の大学教育をリードする
「WASEDA」であり続けるために、前進を続けています。

建学の理念

Research A ctivities

建学の理念を現代社会にふさわしい形で実現することを目指して

三大教旨からWaseda Vision 150へ

世界へ貢献する 礎
あらゆる制約から解放された自由な批判精神が学問の独立の礎です。早
稲田大学は学生・教員の自律的かつ自由な相互作用の中で学問研究を
行い、その成果を世界に発信して学問の創造と発展に貢献していきます。

学問の独立

世界へ貢献する 道
学問研究は学理の考究にとどまらず、文化・社会・産業への活用の道を拓
くことによってさらに発展します。早稲田大学は、学理考究とそれに裏付
けられた実践との相互作用を通して新しい時代を切り拓いていきます。

学問の活用

世界へ貢献する 人
送り出す学生こそ大学の最大の成果です。早稲田大学は、世界の何処にあっ
ても、どのような困難に直面しようとも、自らの意思で状況を切り拓くこと
のできる知恵と勇気、しなやかな感性を持った地球市民を育成していきます。

模範国民の
造就

世界へ貢献する高い志を持った学生

世界の平和と人類の幸福の実現に貢献する研究

グローバルリーダーとして社会を支える卒業生

アジアの大学のモデルとなる進化する大学

“Waseda Vision 150”  4 つのビジョン

世界へ貢献する高い志を持った学生Vision 1
世界の平和と人類の幸福の実現に貢献する研究Vision 2
グローバルリーダーとして社会を支える卒業生Vision 3
アジアの大学のモデルとなる進化する大学Vision 4

早稲田大学 三大教旨

早稲田大学は学問の独立を全うし 学問の活用を効し
模範国民を造就するを以て 建学の本旨となす

早稲田大学は 学問の独立 を本旨と為すを以て
之が自由討究を主とし 常に独創の研鑽に力め以て 
世界の学問に裨補せん事を期す

早稲田大学は 学問の活用 を本旨と為すを以て
学理を学理として研究すると共に 之を実際に応用するの道を講し以て 
時世の進運に資せん事を期す

早稲田大学は 模範国民の造就 を本旨と為すを以て
個性を尊重し 身家を発達し 国家社会を利済し 
併せて広く世界に活動す可き人格を養成せん事を期す

1913（大正2）年10月17日、早稲田大学の創立30周年記念式典において、
建学の理念である「教旨」が大隈重信総長より宣言されました。
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1922（大正11）年11月29日、来日中のア
インシュタイン博士が来校して、かつてベルリ
ン大学で学んだ塩沢昌貞学長と会談。中央校
庭での歓迎式典では、学生や教職員1万余名
が熱烈な拍手で博士夫妻を迎え、最後は校歌を
合唱して送りました。

1922 〉〉
物理学者
アインシュタイン氏来校

10月21日に東京専門学校創設開校式が挙行
され、校長・大隈英麿が「 開校の詞 」を朗読、
小野梓が演説を行って、「 学問の独立 」の精神
を宣言しました。政治経済学科、法律学科、理
学科、英学科を設置し、第 1 期生 80 名が入学
しました。

〈〈 1882
大隈重信が
東京専門学校を創立

高田 早苗 天野 為之

坪内 逍遙 市島 謙吉

早稲田の創立・経営に参画し、発展させた四人のことを指
します。高田早苗は初代学長・三代目総長を務め、大学へ
の昇格・理工科の開設などに尽力しました。天野為之は商
科開設の時の科長、のち二代目学長。坪内逍遙は現在の
文学部の基礎をつくりました。市島謙吉は大学の経済的独
立の実現を図り、図書館の拡充にも貢献しました。

早稲田大学の発展に寄与
「早稲田の四尊」

ケンブリッジ対オックスフォードのボートレース、
ハーバード対イエールのフットボールとともに、世
界三大学生競技と称される早慶戦。1903（明治
36）年にまで遡る伝統、母校の名誉のために闘う
両校ナインと応援の華やかさが、その魅力です。

〈〈 1903
早慶野球戦開始

History of WASEDA
明治14年の政変／大隈重信、野に下る。
東京専門学校開校。
初の海外留学生受入。
講義録発行。校外生制度（通信教育）発足。
文学科設置。
清国留学生入学。
初の海外留学生2名をドイツに派遣。
早稲田大学と改称。大学部と専門部を新設し、大学部に 
政治経済学科、法学科、文学科を設置。図書館開館。
高等師範部設置。早慶野球戦開始。
専門学校令による大学となる。大学部に商科設置。
野球部第1回アメリカ遠征。清国留学生部設置。
大隈重信総長、高田早苗学長が就任。校歌制定。 
創立25周年記念式典。
理工科（高等予科）の授業を開始。

教旨、校旗、式服式帽制定。創立30周年記念式典。
大学令による大学となり、政治経済学部、法学部、文学部、
商学部、理工学部と大学院設置。早稲田高等学院設置。
聴講生として初の女性12名が入学。
大隈重信死去（国民葬）。早慶ラグビー定期戦開始。 
アインシュタイン氏来校。
図書館（現・2号館）竣工。

大隈講堂落成。創立45周年記念祝典。
演劇博物館開館。 
学生の織田幹雄が日本最初のオリンピック金メダリストに。
創立50周年記念祝典。 
大隈重信銅像、高田早苗銅像除幕式。
女性4名が初めて学部へ入学。
空襲により校舎の約3分の1を焼失。終戦の翌月授業再開。
新制早稲田大学11学部（第一・第二政治経済学部、 
第一・第二法学部、第一・第二文学部、教育学部、 
第一・第二商学部、第一・第二理工学部）設置。
新制早稲田大学大学院6研究科（修士課程）設置。
外国学生特別選考制度発足。
石橋湛山、校友初の首相就任。
記念会堂竣工。インド首相ネール氏来校。
内藤多仲が東京タワーを設計
文学部校舎（現・戸山キャンパス）竣工。 
米国司法長官ロバート・ケネディ氏来校。
国際部設置。理工学部校舎（現・西早稲田キャンパス）竣工。
社会科学部設置。
第1回ホームカミングデー開催。
エジプト調査隊がマルカタ遺跡より彩色階段発見。
エクステンションセンター設置。
創立100周年記念式典。早稲田大学本庄高等学院開校。
新設の所沢キャンパスに人間科学部設置。

総合学術情報センター開館。
米国大統領ビル・クリントン氏来校。
會津八一記念博物館開館。社会科学部が昼夜開講に移行。
スポーツ科学部設置。
国際教養学部設置。 
政治経済学部に国際政治経済学科設置。
第一・第二文学部を文化構想学部・文学部に、理工学部を 
基幹理工学部・創造理工学部・先進理工学部に改組再編。 
教育学部に数学科、複合文化学科設置。 
創立125周年記念式典。
中国国家主席胡錦濤氏来校。 
教育学部に「初等教育学専攻」設置。
社会科学部が昼間部に移行。 
商学部・国際教養学部が主に使用する11号館が完成。
スポーツ科学部を改組し、スポーツ科学科設置。
東日本大震災復興支援室を設置。
Waseda Vision 150 を策定。
早稲田大学中野国際コミュニティプラザ完成。政治経済学部
校舎新3号館が完成。基幹理工学部に情報通信学科設置。
早稲田大学歴史館開館。早稲田アリーナ完成。
国際文学館（通称村上春樹ライブラリー）を設立。
リサーチイノベーションセンター（121号館）完成。
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早稲田大学名誉教授である内藤多仲は、構造設計の第
一人者であり、生涯に約 60 塔を設計しました。東京タ
ワーは安全性と構造美を兼ね備えた333ｍのタワーで
あり、自立式鉄塔としては当時世界一の高さの建造物と
なりました。

〈〈 1958
早稲田大学の内藤多仲名誉教授が
東京タワーを設計

1966（ 昭和 41 ）年、早稲田大学の調査
隊は、日本人初の古代エジプト発掘調査に
着手。1974（昭和 49）年にはマルカタで、
エジプト発掘史上初の「 彩色階段 」を発見
するなど、調査隊はエジプト考古庁の信用
と日本での高い評価を獲得しています。

1974 〉〉
マルカタ遺跡の発掘調査

2012（ 平成 24 ）年、創立 150 周年（2032 年 ）
へ向けて、“Waseda Vision 150 ”を策定しま
した。早稲田大学は教育・研究の質を飛躍的に向
上させ、｢アジアのリーディング・ユニバーシティ｣
として、世界へ貢献する大学であり続けます。

〈〈 2012
Waseda Vision 150 を策定

アムステルダム・オリンピックで、早稲田大学競走
部の織田幹雄が、三段跳びで日本人初の金メダル
を獲得しました。同競走部はオリンピックの帰りに、
パリの国際学生スポーツ大会に出場し、後のユニ
バーシアード参加にも道を開いています。

1928 〉〉
日本最初の金メダリスト

1956（昭和31）年12月、早稲田出身の石橋湛
山が自民党総裁に選出されました。同月の衆参両
院の首班指名では、同じく早稲田出身で社会党委
員長の鈴木茂三郎を破り、内閣総理大臣に就任。
ここに早稲田出身者初の首相が誕生しました。

1956 〉〉
校友初の総理大臣
石橋内閣誕生

1962（ 昭和 37 ）年、安保闘争のさなか米国司法
長官ロバート・ケネディ夫妻が大隈講堂の学生討論
会に出席。反対派、賛成派が一体となった校歌の
合唱に感動した夫妻は、再び来日した際には校歌
をすっかり覚え学生とともに歌ったといいます。

1962 〉〉
ロバート・ケネディ氏 
学生討論会へ出席

「独創的な先端研究への挑戦」「全学の生
涯学習機関化 」「 地球市民の育成 」という
3 つの目標に向けて前進を続けてきた早
稲田大学。2007（ 平成 19 ）年 10月21
日の創立 125 周年記念式典では、白井克
彦第 15 代総長が“ 早稲田大学第二世紀
宣言 ”を行いました。

2007 〉〉
創立125周年 第二の建学へ

2020（ 令和 2 ）年、世界最先端の産学
連携研究を推進する研究環境・研究支援
機能等を整備するために、早稲田キャン
パスの研究開発センターエリアに新研究
開発棟「リサーチイノベーションセンター

（121 号館 ）」を竣工しました。（ 総工費
約 100 億円、地下 2 階地上 6 階、延床面
積約 18536 . 98㎡） 本研究開発棟では、
ベンチャー企業など新産業の創出にも取り
組んでいます。

2020 〉〉
新研究棟リサーチイノベーション
センター（121号館）竣工

1918（ 大正 7 ）年に早稲田大学高等師
範部英語科（ 現 ･ 教育学部 ）に入学した
杉原千畝。1940（ 昭和 15 ）年、リトア
ニア領事館で働く杉原が外務省の命令
に反してビザを発給し、約 6 , 000 人の
ユダヤ人を救った人道的行為は国際的
に高く評価されています。

〈〈 1940
外交官・杉原千畝による

「命のビザ」

History of WASEDA

© by TOKYO TOWER

1993（ 平成 5 ）年、アメリカ合衆国大統領のビ
ル・クリントン氏が来校。その後も、2008（ 平成
20 ）年には中華人民共和国国家主席の胡錦濤
氏、2010（ 平成 22 ）年には国際連合事務総長
の潘基文氏など、世界的な要人が数多く来校して
います。

米国大統領
ビル・クリントン氏来校

〈〈 1993
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「学生数が多い早稲田大学の授業は大教室での講義が中心」
というのは昔の話。20人以下で受講する授業も56％を占め、
学生と教員で双方向のやりとりが行われています。

クラス人数
50人以下の
授業割合%83

興味や関心に応じて 
多彩な言語が習得可能
スワヒリ語やモンゴル語など日本で学ぶ機会が
限られている言語を含めて多様な言語科目を、
その言語圏の歴史や文化にも触れながら学ぶ 
ことができます。

About  WASEDA
6,762
121の国や地域から早稲田へ
外国人学生と日本人学生が英語をはじめ様々な言語で交流
している様子がキャンパスの日常風景になっており、さなが
ら留学しているような感覚を味わうことができます。

人（2020年度）

学びの場を早稲田から世界へ
早大生の目線は非常に外向きです。異文化を肌で感じる経験
を学生時代にしておくことは、未来に向けた確かな一歩につ
ながります。

4,580人（2019年度）

教員数（2020年4月1日現在）、［ ］内は学生定員数（2020年5月1日現在）
※専門職学位を含む

学術院別教員数および学生定員数

法学学術院	 146名
	 法学部	 ［2,960 ］
	 法学研究科	 ［260 ］
	 法務研究科	 ［600 ］

文学学術院	 220名
	 文化構想学部	 ［3,440 ］
	 文学部	 ［2,640 ］
	 文学研究科	 ［1,095 ］

商学学術院	 165名
	 商学部	 ［3,600 ］
	 商学研究科	 ［280 ］
	 会計研究科	 ［200 ］
	 経営管理研究科	 ［510 ］

社会科学総合学術院	 85名
	 社会科学部	 ［2,520 ］
	 社会科学研究科	 ［192 ］

人間科学学術院	 116名
	 人間科学部	 ［2,240 ］
	 人間科学研究科	 ［375 ］

スポーツ科学学術院	 86名
	 スポーツ科学部	 ［1,600 ］
	 スポーツ科学研究科	 ［370 ］

国際学術院	 124名
	 国際教養学部	 ［2,400 ］
	 国際コミュニケーション研究科	［130 ］
	 アジア太平洋研究科	 ［330 ］
	 日本語教育研究科	 ［145 ］

理工学術院	 635名
	 基幹理工学部	 ［2,380 ］
	 創造理工学部	 ［2,380 ］
	 先進理工学部	 ［2,160 ］
	 基幹理工学研究科	 ［1,260 ］
	 創造理工学研究科	 ［1,207 ］
	 先進理工学研究科	 ［1,430 ］
	 環境・エネルギー研究科	 ［121 ］
	 情報生産システム研究科	［460 ］

政治経済学術院	 143名
	 政治経済学部	 ［3,600 ］
	 政治学研究科 	 ［410 ］
	 経済学研究科 	 ［320 ］

※

教育・総合科学学術院	 164名
	 教育学部	 ［3,840 ］
	 教育学研究科	 ［447 ］※

国・地域96 大学・学術機関863
国内トップクラスの海外ネットワーク

5,466
教員

人47,959
学生数

人

図書館関連施設の合計蔵書数は一大学のものとは思えない規模となっており、普段の授業の調べものに使える本から歴史的価値の
ある資料まで、多様な学術資料が所蔵されています。また、昨今の資料電子化に伴い、早稲田大学で利用できる電子ブックは67万 
タイトル以上、電子ジャーナルは16万5千タイトル以上に及び、データベースも多数提供しています。

アジア最大級の蔵書数と
20以上の関連施設を誇る
早稲田大学図書館590万冊

以上

学部・学年を問わずに学べる 
多様な科目群
学部や学年を問わず提供される多様な学びの機会により、自分だけの「知の
体系」を作ることができます。すべての学生が自由に学ぶことができる全学
オープン科目により無限に広がる学びの選択肢。学部での学びと組み合わ
せることで自分だけのカリキュラムが完成します。

言語262,400科目以上

8,577
大学院生

人39,382
学部生

人

受入留学生 派遣留学生
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About  WASEDA
666,000

卒業生

人約 10,382
本学出身のCEO

人
＊

＊（出典）朝日新聞出版　大学ランキング2022

本学出身の内閣総理大臣

第8代 大隈 重信
第17代 大隈 重信
第55代 石橋 湛山
第74代 竹下 登
第76代 海部 俊樹
第84代 小渕 恵三
第85代 森 喜朗
第91代 福田 康夫
第95代 野田 佳彦
第100代 岸田 文雄

本学出身者が
創業した
グローバル企業

Sony

Samsung

CASIO 

LOTTE

本学校友がCEOを
務めたことのある
代表的企業の例

全日本空輸株式会社（ANA）
本田技研工業株式会社
任天堂株式会社
株式会社ユニクロ
株式会社資生堂
野村證券株式会社
東京海上日動火災保険株式会社
オリンパス株式会社

代表的な
主な卒業生

グローバルリーダー

ソニー創業者 井深 大 氏　任天堂社長 山内 溥 氏

ユニクロ創業者 柳井 正 氏　他多数

世界最高峰の学会長

田中 愛治
Ta n a k a  A i j i

2016世界政治学会（IPSA）会長

総　長

笠原 博徳
K a s a h a r a  H i r o n o r i

IEEE（世界電気電子工学協会）
Computer Society 2018 会長

副総長

福田 敏男
F u k u d a  To s h i o

IEEE（世界電気電子工学協会）
2020 会長

特命教授
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早稲田大学は、「Waseda Vision 150」のもと、総合大学の強みである多様な分野での
知の集積を活用しながら未来をイノベートする独創的研究を推進しています。
最新の世界大学ランキング（Quacquarelli Symondsランキング）で9の研究分野が
世界100位以内に入るなど、早稲田大学の研究力は世界的に高く評価されています。

文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について」令和元年度実績

国内私大

位2 民間企業との共同研究費・
受託研究費受入額

QS Graduate 
Employability 
Rankings 2022

卒業生の活躍ぶりを評価する
ランキングで、日本国内では
2位（国内私大1位）獲得。
世界37位。

国内私大

位1

Research WASEDA
WASEDAの研究力

府省等が推進する大型研究教育事業を
活用し、世界で輝くWASEDAへ

文部科学省・科学技術振興機構（JST）・日本学術振興会（JSPS）事業
オープンイノベーション機構整備事業／卓越大学院プログラム（公募初年度（平成30年度）
私大で唯一採択）／研究大学強化促進事業／スーパーグローバル大学創成支援事業　タイ
プA（トップ型）／博士課程教育リーディングプログラム／次世代アントレプレナー育成事業

（EDGE-NEXT）／成長分野を支える情報技術人材の育成拠点の形成（enPiT）／データ関
連人材育成プログラム（D-DRIVE）／先端研究基盤共用促進事業／共同利用・共同研究拠
点事業／戦略的研究拠点育成（スーパーCOE）／科学研究費助成事業／研究拠点形成事業 

（先端拠点形成型）／次世代研究者挑戦的研究プログラム（SPRING)

経済産業省・新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）事業
半導体アプリケーションチッププロジェクト／産業技術研究開発施設整備事業／電力系統 
出力変動対応技術研究開発事業／戦略的基盤技術高度化支援事業（サポイン事業）

以下は早稲田大学が推進している（または過去に推進していた）事業の一例です。

内閣府
戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）／革新的研究開発推進プログラム

（ImPACT）／ムーンショット型研究開発事業

厚生労働省・日本医療研究開発機構（AMED）事業
厚生労働科学研究費補助事業／革新的先端研究開発支援事業

環境省
環境研究総合推進費

RESEARCH  ACTIVITIES8



単位（百万円）

単位（億円）

科学研究費助成事業の採択状況
採択件数、及び全国ランキング

2016 2017 2018 2019 2020

採択件数 982 964 950 1,040 1,131

採択件数全国ランキング 12 12 12 12 12

※1 研究助成金：民間財団等から学術研究の発展等を目的として受け入れる研究費
※2 指定寄付金：本学の研究活動への支援のため寄せられる寄附金

受入研究費の推移
2016 2017 2018 2019 2020

科学研究費助成事業 2,867 2,801 2,894 3,275 3,350 

補助事業 1,120 1,531 1,259 1,367 1,624

受託・共同研究（公的） 4,070 4,078 4,301 3,826 4,662

受託・共同研究（民間） 1,619 1,677 1,986 2,134 2,132

研究助成金※1 118 138 161 216 237

指定寄付金※2 585 424 586 466 403

合　計 10,379 10,648 11,187 11,285 12,408

2016 2017 2018 2019 2020

間接的経費
（一般管理費+間接経費） 16.8 17.0 19.1 20.0 20.9

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

（百万円）

［左軸］

［右軸］

（億円）

指定寄付金（研究支援目的）研究助成金
補助事業 受託・共同研究（公的）

間接的経費（一般管理費＋間接経費）

受託・共同研究（民間）
科学研究費助成事業

2017 2018 2019 20202016
0

5

10

15

20

経済産業省が実施した「令和２年度大学発ベンチャー実態等調査」に
おいて、早稲田大学の大学別の大学発ベンチャー企業数で私大１位
となりました。2014年度以降早稲田大学は私大１位を記録しており、
７年連続となります。早稲田大学ではリサーチイノベーションセンター
にアントレプレナーシップセンターを設置し、学生・教職員の研究成
果を活用したベンチャー企業を育成し、イノベーションの創出を支援
しています。

創業者として活躍した代表的な校友・OB
・ソニー 創業者　井深　大 氏
・東京地下鉄 創立者　早川　徳次 氏
・CSK（現在のCSSK） 創業者　大川　功 氏
・日本開発銀行（現在の日本政策投資銀行） 初代総裁　小林　中（あたる） 氏
・ファーストリテイリング（ユニクロ） 創業者　柳井　正 氏
・リブセンス 創業者　村上　太一 氏
・メルカリ 創業者　山田　進太郎 氏
・アスキー 創業者　西　和彦 氏
・HEROZ 創業者　林　隆弘 氏

ベンチャー設立数、
早稲田大学が7年連続で私大1位

9分野が
世界100位以内に
ランクイン

イギリス・QS社により、研究分野別の世界大学ランキング「QS:World 
University Ranking by Subject 2021」にて、早稲田大学は世界で
100位以内に9分野（Subject）がランクインしました。

世界大学ランキング

（全研究分野中3分野）

国内私大

位1 2020 年度の文部科学省の科学
研究費助成事業（科研費）において、
全65の研究分野中３分野（「法学
およびその関連分野」、「政治学お
よびその関連分野」、「経済学、経営
学およびその関連分野」で国内私
大１位を獲得しました。

科研費分野別採択件数ランキング

Research WASEDA
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Research WASEDA

　少子化・技術競争力の低下が叫ばれる日本の競
争力を強化するため、大学のオリジナリティを有
効利用し、産業界からの高付加価値製品共創を行
うことが必要になっています。
　本学では、オリジナリティ溢れる研究成果を産
学連携で創出し、その成果を産業界からの高付加
価値製品の開発につなぎ、そこで生まれた利益の
一部を大学での次世代研究開発・人材育成へ再投
資して戴き、更なる高付加価値技術の開発、社会
ニーズを理解した人材育成及び知財の作成につ

なげ、創出された知財の一部はベンチャー育成を
介し、研究開発費を獲得する「早稲田オープン・イ
ノベーション・エコシステム構築を目指します。
具体的には、
①産学連携研究において、次世代を担う博士課程

を中心とした大学院学生に積極的に参加を求め、
②社会からのニーズを反映した困難な問題の解

決に産業界の皆様と一緒に取り組み、
③得られた研究成果を、世界唯一・最高性能等の

高付加価値製品として、産業界から世界に発信

して戴き、
④その利益の一部を大学に再投資して戴き、より

多くの高度人材及び最先端技術を創出し、
⑤そこから創出または派生する知財の一部を、大

学発ベンチャー育成にもつなげ、その収益を次
世代研究に投資する

トータルなエコシステムを実現しようとするも
のです。

産官学連携、たくましい知性を持つ博士人材の育成、知財創出、ベンチャー
創出からなる早稲田オープン・イノベーション・エコシステムの実現を目指す
早稲田オープン・イノベーション・エコシステム

産官学連携  
を強力に推進するプロジェクト「早稲田オープン・イノベーション・バレー構想」の取り組み

本学史上最大の産学連携イベント「早稲田オープン・イノベーション・フォーラム2021：WOI’21」を開催
2021年3月9日・10日、産学連携、ベンチャーの育成、研究人材の育成、知財の創出・活用からなる「早稲田オープン・ 
イノベーション・エコシステム」の実現に向けて、日本経済団体連合をはじめとする政財界、国内外イノベーティブ企業・
大学、シリコンバレーベンチャー育成企業、本学の研究者が一堂に会し、新しいイノベーションの創出を目指すイベント 

「早稲田オープン・イノベーション・フォーラム2021：WOI’21」をオンラインで開催しました。本フォーラムでは、最先端 
研究・産学連携・ベンチャー起業等に関する国内外リーダーの講演およびパネルディスカッションや、本学の最先端研究 
シーズ、産学連携事例、成功ベンチャー企業、教員・学生ベンチャーのプレゼンテーションやブース展示等を行いました 

（参加者数：約2,300人、出展ブース数：約130（企業・ベンチャー、学内））。

世界に有用な高付加価値製品・サービス

社会・国

● 教員・大学院生・産業界技術者・研究者参加。
● 産業界からのニーズに基づく未知問題解決・
実用化に挑む

産学連携研究

産学連携競争領域研究開発・実用化

ビジネスモデル構築（標準化含め）

大学発ベンチャー

産業界

①研究活性化
● 博士学生雇用（世界で輝く人材育成）
● トップ研究者の雇用
● 若手研究者の基礎研究充実 
（次代中核等）

● 競争領域産学連携研究スペースの提供
● 研究者/研究組織インセンティブ（報奨・
講義軽減、評価を伴った予算配分等）

● トップ論文誌、国際会議掲載支援　等

②産官学連携推進
● ワンストップ窓口
● 知財創出支援：特許申請・審査
● 知財活用支援：ライセンシング
● 産業界とのマッチング支援（WOI含む）
● シーズ技術紹介（広報）

● ニーズ解決に向けた学内チーム構築
● 契約支援（見積,学生含むNDA・知財）
● 研究費管理・研究倫理講座受講支援

　等

③ベンチャー創出・育成
● 知財ライセンシングの充実：現金・株等
● 起業家とベンチャーキャピタル・投資家からなるインキュベーション・ 
コミュニティの形成

● バリューアップに向けたマッチング支援　等

早稲田大学

社会貢献・政策提言

技術者 新技術

ニーズ・研究費

社会貢献・政策提言 ニーズ・研究費

高度人材

研究チーム・知財

マッチング

シーズ紹介

ニーズ・研究費

創出・育成

共
同
開
発
技
術・知
財

信頼・協力
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Research WASEDA

　近年、私たちの生活のあらゆる場面でＩＣＴの活用が広がり、ものごとの融合が促進され、これまでにない新たな価値・サービスが生
まれる土壌が育まれています。早稲田大学では、このような状況を「スマート社会」到来の胎動ととらえ、2014年、いち早くスマート社
会技術融合研究機構を設立し、活動を続けてきました。本研究機構では、住・食ならびに労働という基本生活シーンが、快適・健全・安心で
環境に優しくサポートされることを「スマート社会」の普遍的な本質とした上で、「融合によるイノベーション」をキーワードに、時代の移
り変わり、技術の革新を見据えてその概念を絶えず進化させています。

「スマート社会」から「超スマート社会」へ
  ～産学連携イノベーションで拓く豊かな未来

スマート社会技術融合研究機構

スマート社会共通基盤技術構築を牽引

スマート社会技術融合研究機構
研究開発プロジェクト 立案・運営 技術の融合・連携（インターフェイス国際標準化） 研究開発技術の展開・実用化支援 セミナー・人材交流

スマート社会技術推進協議会
グローバルな標準規格に基づく

技術の普及・展開・利活用の姿をデザインします。

・ 旭化成ホームズ株式会社 
・ NTTグループ
・ 大阪ガス株式会社 
・ 株式会社 大林組
・ 関西電力株式会社  
・ 九州電力株式会社
・ KDDI株式会社 
・ JXTGエネルギー株式会社
・ 昭和シェル石油株式会社 

・ 住友林業株式会社
・ 積水化学工業株式会社 
・ 大成建設株式会社
・ 中部電力株式会社 
・ 東京ガス株式会社
・ 東京電力ホールディングス
 株式会社
・ 東北電力株式会社

〈 幹事会員 〉（2019年3月現在）

スマート社会技術研究会
スマート社会技術推進協議会が構築したビジョンを実現する技術開発を通して、

スマート技術の社会への実装を目指す活動を展開します。

・ アズビル株式会社 
・ アドソル日進株式会社
・ 伊藤忠テクノソリューションズ
 株式会社 
・ ABB日本ベーレー株式会社
・ 株式会社エヌエフ回路設計
 ブロック
・ 大崎電気工業株式会社

・ オムロン株式会社 
・ 京セラ株式会社
・ 株式会社 サニックス 
・ ジョンソンコントロールズ
 株式会社
・ 住友電気工業株式会社 
・ ダイキン工業株式会社
・ 株式会社 ダイヘン 

〈 会員 〉（2019年3月現在）

・ 西日本旅客鉄道株式会社
・ 野村不動産ホールディングス
 株式会社
・ 東日本旅客鉄道株式会社
・ 北陸電力株式会社
・ 北海道電力株式会社 
・ 三井不動産株式会社
・ 三菱商事株式会社

・ 田淵電機株式会社
・ 株式会社 デンソー 
・ 株式会社 東光高岳
・ 株式会社 東芝 
・ 日産自動車株式会社
・ 日本ガイシ株式会社 
・ 日本電気株式会社
・ パナソニック株式会社 
・ 株式会社 日立製作所
・ 富士通株式会社 
・ 株式会社 本田技術研究所
・ 三菱自動車工業株式会社 
・ 三菱電機株式会社
・ 株式会社 村田製作所 
・ 株式会社 明電舎
・ 横河電機株式会社

早稲田大学10研究所
あらゆる分野における研究・知見を結集・統合

先進グリッド技術研究所、住宅・建築環境研究所、太陽光発電システム研究所、電動車両研究所、
スマートライフサイエンス研究所、次世代科学技術経済分析研究所、動力エネルギーシステム研究所、

次世代交通システム研究所、鉄道システム技術研究所、マーケティング国際研究所

▲次世代先進パワーグリッド実験模擬装置ANSWER  (Active Network System With Energy Resources) ▲エネルギー統合監視・制御システム Integrated EMS Platform

「早稲田オープン・イノベーション・バレー構想」の取り組み
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Research WASEDA

早稲田大学の「Waseda Ocean構想～開放性、流動性、多様性を持つ教育研究
ネットワークの構築～」は、文部科学省の平成26年度スーパーグローバル大学 
等事業 スーパーグローバル大学創成支援トップ型（タイプA）に採択されました。 
世界に向けて大学を開放し、ダイナミックな頭脳の国際的流動の中で教育研究の質
と量を飛躍的に向上させるため、７つのモデル拠点（国際日本学、実証政治経済学、
健康スポーツ科学、ＩＣＴ・ロボット工学、ナノ・エネルギー、数物系科学、グローバル
アジア研究）を設立し、全学を挙げて取り組みを進めています。

SGU拠点とは
早稲田大学では、産官学連携に関する戦略立案機能の強化や、研究の入口から
出口に至るまでの全学的な研究推進に関る全ての問い合わせに関するワンストッ
プサービスの充実をねらいとし、2019年6月より、全学的な研究支援組織として 
「リサーチイノベーションセンター（RIC）」を発足しました。
同センターは、研究戦略立案機能を有する「研究戦略セクション」、知的財産の管
理や技術移転を支援する「知財・研究連携支援セクション」、ベンチャー創成を支援
する「アントレプレナーシップセクション」、文部科学省「オープンイノベーション機
構の整備事業」（2018年度採択）の支援を受け、大学が企業と「組織対組織」で
の共同研究に取り組むために、企業の事業戦略に深く関わる大型共同研究を集中
的にマネジメントする体制を整備することをねらいとする「オープンイノベーション
推進セクション」の4つの部門から構成されており、URAやコーディネイター等の
専門家集団を配置し、学内外の研究と連携を多面的、包括的に支援していきます。

リサーチイノベーションセンター（RIC）

早稲田大学は、世界水準の優れた研究を進め、国際的に通用する研究体制・環境 
の改善に取り組む世界的な成果が見込める大学として、文部科学省の平成25年 
度研究大学強化促進事業に採択され、本事業をWaseda Vision 150の取り組み 
を重点的かつ強力に推進する原動力として位置付け、事業推進母体に総長を 
本部長とする「研究力強化本部」を設置しました。

研究力強化本部とは

研究のWASEDAを実現する
研究推進・支援体制

研究の入口から出口に至るまでの全学的な研究推進、産官学連携、知財
活用、研究成果の発信ならびに研究者に対する各種支援制度やそれに 
係る手続きに至るまでの研究推進に関る全ての問合せを一手に集約して
回答するワンストップ窓口を2019年10月1日より開設しました。

https://waseda-research-portal.jp/inquiry/URL

研究推進ワンストップ窓口

研究力強化本部
研究推進基本方針の策定（Vision150 核心7/9、研究大学強化促進事業構想等）、研究推進重点事業の計画、研究組織・体制について検討。

また、研究大学強化促進事業における本学の研究力強化実現構想に係る事業方針を定め、その方針に基づいた事業計画の策定および事業の運営も行う。
行政

産業界
学術院（研究所）

● 現代政治経済研究所
● 比較法研究所
● 法務教育研究センター
● 総合人文科学研究センター
● 教育総合研究所
● 産業経営研究所
●  ビジネス・ファイナンス 
研究センター

● 理工学術院総合研究所

● 各務記念材料技術研究所
● 国際情報通信研究センター
● 環境総合研究センター
●  情報生産システム 
研究センター

● 先端社会学研究所
● 人間総合研究センター
● スポーツ科学研究センター
● アジア太平洋研究センター

研究院・研究機構

● 総合研究機構
●  グリーン・コンピューティング・ 
システム研究機構

●  スマート社会技術融合 
研究機構

● 次世代自動車研究機構
● 次世代ロボット研究機構
● 地域・地域間研究機構
● ナノ・ライフ創新研究機構

海外オフィス

● 北京オフィス（中国）
● 台北オフィス（台湾）
● バンコクオフィス（タイ）
●  シンガポールオフィス 
（シンガポール）

●  サンフランシスコオフィス 
（アメリカ）
●  ブリュッセルオフィス 
（ベルギー）

その他研究組織

● 高等研究所
● 會津八一記念博物館
● 日本語教育研究センター
● 坪内博士記念演劇博物館
●  先端生命医科学センター
（TWIns）
● 国際文学館

SGU拠点

● 国際日本学
● 実証政治経済学
● 健康スポーツ科学
● ICT・ロボット科学
● ナノ・エネルギー
● 数物系科学
● グローバルアジア研究

研究・教育の推進機能

研究推進部・
国際部・教務部・
キャンパス企画部・
広報室・人事部

データ科学センター
（CDS）

リサーチイノベーションセンター（RIC）

研究戦略セクション

【呼称】研究戦略センター
● 調査・分析・評価、研究戦略の立案・提言
● 研究活動の推進・支援、人的ネットワークの拡大　等

オープンイノベーション推進セクション

【呼称】オープンイノベーション戦略研究機構
●  文部科学省オープンイノベーション機構整備事業の
遂行、文部科学省事業を通じた大型共同研究創出策
の検討　等

アントレプレナーシップセクション

【呼称】
アントレプレナー 
シップセンター

●  大学におけるビジネス
インキュベーション活
動の支援　等

知財・研究連携支援セクション
●  産官学連携の支援
●  特許権等の取得支援、
維持管理および保全
措置、特許権等の企業
への移転等の支援

●  研究費の申請、獲得、利
用および執行の支援

　等

研究支援機能

国内コンソーシアム（RU11）

研究及びこれを通じた高度な人材
の育成に重点を置き、世界で激しい
学術の競争を続けてきている大学
（Research University）による国立
私立の設置形態を超えたコンソーシ
アム。

● 北海道大学
● 東北大学
● 筑波大学
● 東京大学
● 早稲田大学
● 慶應義塾大学

● 東京工業大学
● 名古屋大学
● 大阪大学
● 京都大学
● 九州大学

海外コンソーシアム等
● Association of Pacific Rim 

Universities
● International Association of 

Universities
● University Research Association 
● Venice International University
● Asia-Pacific Association  for 

International Education 
● Universitas 21
● Quantitative Techniques for 

Economics and Management
● OECD Higher Education 

Programme
● U.S.-Japan  Research Institute

研究推進
ワンストップ
サービス
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Research WASEDA

国際共同研究推進
早稲田大学では、海外研究機関との連携強化を模索し、研究者個人ではなく 
大学として、組織的な国際共同研究を新たに創出する「国際研究プロジェクト 
創出支援プログラム」（以下「研究クラスタプログラム」）を実施しています。米州
ではカリフォルニア大学サンディエゴ校と協議を進めており、欧州については
2016年に英国バーミンガム大学と共同研究の戦略パートナーシップに合意し、
研究クラスタプログラムの下、シェイクスピア研究、 ロボット、国際労働移動等
の共同研究を支援しています。2020年には、オックスフォード大学と大学間協
定を締結し、“Computer Science”、“Mathematics”、“Physics”の 3 分野で
の研究・教育面の組織的な交流を進めています。WOI’21では、大学間協定記念 
として、両校トップリーダーによるComputer Scienceシンポジウムを行い 
連携を強化しました。2016年にヨーロッパの研究拠点として開設したブリュッ
セルオフィスを活用しながら、今後も人文社会科学系から理工学系にわたる 
国際共同研究を進めてまいります。

お問合せ先

早稲田大学国際研究推進部会
irp-staff@list.waseda.jpE-mail

データサイエンス研究・教育
早稲田大学は2017年12月1日、データ科学センターを開設しました。本セン
ターは、本学が有する私立総合大学の強みを最大限に活かし、理工系・人文社会
学系の専門領域の知見と、データ科学との融合を図るプラットホームを提供し
ます。総合知・新しい知の創造と複雑でグローバルな社会問題解決を行うことが
できる人材の育成や、大学全体の研究力の向上を目的としています。
これまで複数の民間企業・公的研究機関・大学等と研究教育面での連携を推進し
てきました。今後は国内のみならず、海外の関係機関とも大規模なネットワー
クを形成し、世界の先進的研究教育モデルの拠点として、データサイエンスと専
門知識の融合による最先端研究に努めてまいります。

お問合せ先

データ科学センター（CDS）
cds-info@list.waseda.jp  https://www.waseda.jp/inst/cds/E-mail URL

● 既存提案手法の有効性検証
● 新たなモデル・手法の提案

● データ分析により得られた 
　新たな知見

データ活用目的の構造
● データを何に使いたいか
● データから何を主張したいか

データ分析
● 最新の分析手法の利用
● 新たな分析モデル・手法 
　の構築

● 既存知識との比較・検証
● 得られた結果の妥当性の 
　検証

分析結果の検証

データ解析に関する研究成果 専門分野での研究結果

新研究開発棟 リサーチイノベーション
センター（121号館）の竣工
早稲田大学は、世界最先端の産学連携研究を推進する研究環境・研究支援機能等
を整備するために、早稲田キャンパスの研究開発センターエリアに新研究開発
棟「リサーチイノベーションセンター（121号館）」を2020年に竣工しました。 

（総工費約100億円、地下2階地上6階、延床面積約17,630㎡）早稲田オープン・
イノベーション・バレー構想においては、本研究開発棟に加え、グリーン・コン
ピューティング・システム研究開発センター、スマートエナジーシステム・イノ
ベーションセンター、ナノテクノロジー研究センター、Energy Management 
System新宿実証センター等、近隣の研究拠点を連携させたグローバルなオー
プンイノベーション環境の構築を推進いたします。
本研究開発棟では世界最先端の産学連携研究を実践する分野型のイノベーティ
ブな活動を推進するほか、ベンチャー企業など新産業の創出にも取り組みます。
また「教育」と「研究」に次ぐ大学の第三の役割である「社会価値創造」の実現を 
目指します。

お問合せ先

研究推進ワンストップ窓口
https://www.waseda.jp/inst/research/innovation/building121URL
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次代のWASEDAの研究力の担い手

2015年度より、文部科学省「研究大学強化促進事業」の支援を受けて開始した次代の中核研究者育成プログラムは、チーム型研究の推進と若手 

研究者への組織的なサポートにより、国際研究大学としての地位確立の担い手となる若手研究者を育成するための制度です。次代の中核となる 

研究者に対し、テーラーメイド的な研究支援・環境整備を行っています。その結果、テレビや新聞、雑誌等で報道される大きな研究成果を挙げた

研究者も出てきています。制度の運用にあたっては、研究業績や研究内容を評価し、将来有望な若手・中堅研究者を選定し、対象研究者の意見を

聞きながら支援内容を決定しており、対象研究者には、チームをまとめる能力、他機関と連携する能力、研究を発展させ大型外部資金を獲得する 

能力に加え、大学の研究力評価に直結する国際共同研究も求めています。また、選考過程の公平性をより確保し、対象者の研究力を総合的に判断

するため、定量指標をさらに充実させたほか、研究活動に関する理事参加型の審査会を実施しております。

引き続き世界トップレベルの研究を推進するために本プログラムを運用するとともに、基礎研究の発展に資する新たな支援も検討していきます。

次代の中核研究者育成プログラム

次代の中核研究者　 Key Researchers　　   

世界最高エネルギー加速器 実験と、 
独自開発したアルゴン検出器での宇宙
観測で、暗黒物質を解明し「宇宙開闢 
0秒」の謎に迫ります。

理工学術院 教授 寄田 浩平

2005年早稲田大学大学院理工学研究科博士課程
修了、博士（理学）。米国フェルミ国立加速研究所客
員研究員、米国シカゴ大学Fermi Fellow, Research 

Associate、早稲田大学理工学術院准教授を経て、
2016年から現職。専門は素粒子実験物理学。

URL  http://www.kylab.sci.waseda.ac.jp/

素粒子実験と宇宙観測で挑む暗黒物質の解明素粒子実験と宇宙観測で挑む暗黒物質の解明
寄田暗黒物質探索プロジェクト

2 0 21年度〜　 Key Researchers

データの蓄積と分析により、国家間の
「安全保障のジレンマ」を解消し、平和 
的な共存を促進する条件の特定を 
目指します。

政治経済学術院 教授 多湖 淳

東京大学教養学部卒業後、大学院総合文化研究科修
士課程修了、2007年博士号取得。博士 (学術 )。神戸
大学法学研究科准教授、同教授を経て、2018年から
現職。2017年からオスロ平和研究所(PRIO)のグロー
バル・フェローを兼任。専門は科学的な国際関係研
究。
URL  https://a-tago.github.io/

東アジアの安心保証をめぐる科学的分析東アジアの安心保証をめぐる科学的分析
多湖・DPPS 研究拠点構築プロジェクト

2 0 21年度〜　 Key ResearchersClose up  P.18

Close up  P.20

Close up  P.19

ナノ光ファイバー共振器による量子
ネットワークの実現が、分散型量子 
コンピューターや長距離量子暗号 
通信を可能にします。

2001年東京大学工学系研究科物理工学専攻博士課
程修了、博士（工学）。東京大学工学系研究科助手、
JST「さきがけ」専任研究員、京都大学理学研究科
特定准教授、早稲田大学理工学術院准教授を経て、
2014年から現職。専門は量子光学。

URL  http://www.qo.phys.waseda.ac.jp/

ナノ光ファイバーで挑む量子コンピューターと量子暗号ナノ光ファイバーで挑む量子コンピューターと量子暗号
青木量子ネットワークプロジェクト

2 0 21年度〜　 Key Researchers

理工学術院 教授 青木 隆朗

最新のニュースは
早稲田大学研究活動ウェブサイトで！
-次代の中核研究者をはじめとした研究紹介動画を多数配信-

IN
TERVIEW

研究活動の動画コンテンツやインタビュー
記事などを豊富に取りそろえたウェブペー
ジを公開しています。次代の中核研究者を
はじめとした最先端の研究活動内容を随時
更新しています。是非ご覧ください。
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環境との相互作用で発達する認知ロ
ボティクス分野にディープラーニング
技術を活用。人間とロボットが協業す
る未来を創造します。

理工学術院 教授 尾形 哲也

1993年早稲田大学理工学部機械工学科卒業後、95

年同大学院理工学研究科修士課程修了。博士（工
学）。理化学研究所脳科学総合研究センター研究
員、京都大学大学院情報学研究科講師、同准教授、科
学技術振興機構さきがけ領域研究員などを歴任し、
2012年から現職。
URL  http://ogata-lab.jp/ja/ 

深層学習による汎用的な人間型ロボットの開発深層学習による汎用的な人間型ロボットの開発
尾形深層認知システムプロジェクト

2 019 年度〜　 Key Researchers

流体と構造物が複雑な物理現象を 
生み出す「流体構造連成」を解明し、
心臓手術等の生体分野から多様な 
産業分野まで応用を図ります。

理工学術院 教授 滝沢 研二

2001年東京工業大学工学部機械宇宙学科卒業後、
05年同大学院総合理工学研究科博士課程修了。博
士（理学）。独立行政法人海上技術安全研究所、米
国ライス大学での研究を経て、2011年から早稲田大
学高等研究所准教授。同大学理工学術院准教授、
2018年から現職。
URL  http://www.jp.tafsm.org/

多様な力学問題に対応可能な解析法を構築
滝沢流体構造連成解析プロジェクト

2 019 年度〜　 Key Researchers

多国間比較による選挙研究がテー
マ。各国の事例をもとにソーシャルメ
ディアの動向が世論形成や投票行動
に果たす役割を研究中です。

政治経済学術院 教授 日野 愛郎

1998年早稲田大学政治経済学部卒業後、00年同大
学院政治学研究科修士課程修了。2006年英国エ
セックス大学大学院政治学部博士課程修了。Ph.D 
（Government）。ベルギーの社会科学系研究所で
の研究などを経て、2010年早稲田大学政治経済学
術院准教授に就任後、2014年より現職。
URL  https://goo.gl/HzR3hh

SNS分析も踏まえた世論形成・投票行動の研究SNS分析も踏まえた世論形成・投票行動の研究
日野世論投票行動分析プロジェクト

2 019 年度〜　 Key Researchers

新規電気パルス法をはじめ、高い精度
で製品から素材を分離でき、かつ環境
負荷が低い分離技術の研究を通じて、
資源循環型社会への移行を推進します。

理工学術院 教授 所 千晴

2003年東京大学大学院工学系研究科博士課程 
修了。博士（工学）。04年早稲田大学理工学部助手、
07年専任講師、09年准教授を経て、15年より現職。
18年よりダイバーシティ推進室長。16年より東京大
学生産技術研究所特任教授も兼担。専門は資源循
環工学、化学工学、粉体工学。
URL  http://www.tokoro.env.waseda.ac.jp/

高精度な分離技術による循環型社会への貢献高精度な分離技術による循環型社会への貢献
所資源循環プロジェクト

2 0 2 0 年度〜　 Key Researchers

人間の認知・意思決定・行動に大きく
影響する無意識下の情報と処理の 
過程を、実験室実験とフィールド実験
の両面から科学的に解明します。

理工学術院 教授 渡邊 克巳

1995年東京大学文学部心理学科卒業、97年同大学
院総合文化研究科認知行動科学専攻修士課程修了、
2001年カリフォルニア工科大学計算科学—神経シ
ステム専攻博士課程修了、Ph.D取得。07年東京大
学先端科学技術研究センター認知科学分野准教授、
15年より現職。
URL  http://www.fennel.sci.waseda.ac.jp/

潜在的過程が認知行動に与える影響の研究潜在的過程が認知行動に与える影響の研究
渡邊潜在情報プロジェクト

2 0 2 0 年度〜　 Key Researchers

導電性のカーボンナノチューブに加え 
絶縁性の窒化ホウ素ナノチューブの 
実用合成技術を開発し、それらをマト 
リクスとした柔軟で高耐熱な各種複
合材を開発し応用を図ります。

理工学術院 教授 野田 優

1994年東京大学工学部化学工学科卒業後、99年同
大学院工学系研究科博士課程修了。博士（工学）。
同大学院工学系研究科助手、助教、准教授を経て、
2012年より現職。09年～13年JSTさきがけ研究
員を併任。化学工学会奨励賞（玉置明善記念賞）、 
米国 IEEE EDS Paul Rappaport Awardなど。
URL  http://www.f.waseda.jp/noda/index-j.html

ナノチューブを実用的に作り使うナノチューブを実用的に作り使う
野田ナノチューブプロジェクト

2 0 2 0 年度〜　 Key Researchers
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環境･エネルギー政策の効果と課題を実証研究
有村環境エネルギー政策プロジェクト

環境保全促進のための価格政策・非
価格政策それぞれについて効果と課
題を実証分析。エビデンスに基づく環
境・エネルギー政策を提言します。

政治経済学術院 教授 有村 俊秀

1992年東京大学教養学部教養学科卒業、94年筑波
大学大学院環境科学研究科修士課程修了、2000年
米国ミネソタ大学大学院経済学研究科修了、PhD. In 

Economics取得。米国ジョージ・メイソン大学客員
研究員、上智大学経済学部教授などを経て、2012年
4月より現職。
URL  http://www.f.waseda.jp/arimura/

2 018 年度〜　 Key Researchers

異なるスキル・レベルの労働者の国境
を越えた移動について、国際的な共
同研究を実施。政策提言などを通し
て社会に還元していきます。

国際学術院 教授 ファーラー グラシア

1993年復旦大学外国語学部卒業、2007年シカゴ大
学大学院博士課程修了、博士（社会学）。お茶の水女
子大学助教、一橋大学地球社会研究専攻客員教授、
早稲田大学大学院アジア太平洋研究科准教授など
を経て、14年より現職。2014年度早稲田大学リサー
チアワード受賞。
URL  https://www.waseda.jp/gsaps/about/faculty/liu-farrer-gracia/

労働者の国際移動とスキルについて考察労働者の国際移動とスキルについて考察
ファーラー国際労働移動プロジェクト

2 017 年度〜　 Key Researchers

従来の触媒反応メカニズムによらな
い、低温での表面イオン伝導および
スピン伝導を活かしたまったく新し
い高効率触媒プロセスを開拓します。

理工学術院 教授 関根 泰

1998年東京大学大学院工学系研究科応用化学専攻
博士課程修了、博士（工学）。東京大学大学院工学系
研究科応用化学専攻助手、早稲田大学理工学部応用
化学科助手、同・理工学術院応用化学科准教授など
を経て、2012年より現職。また11年よりJSTフェロー
を兼務。
URL  http://www.f.waseda.jp/ysekine/

表面イオン伝導を用いた新規反応系の構築表面イオン伝導を用いた新規反応系の構築
関根イオニクス触媒プロジェクト

2 017 年度〜　 Key Researchers

あらゆるモノがネットワークに接続さ
れる「IoT世界」の構築に必要となる、
設計、セキュリティ、応用の3つの研究
課題に取り組んでいます。

理工学術院 教授 戸川 望

1997年早稲田大学大学院理工学研究科博士後期課
程修了、博士（工学）。早稲田大学理工学部電子・情
報通信学科助手、北九州市立大学国際環境工学部
助教授、早稲田大学基幹理工学部情報理工学科准教
授などを経て、2009年より現職。専門は、集積回路
設計とその応用技術。
URL  http://www.togawa.cs.waseda.ac.jp/

IoT世界の実現に向けた技術課題に挑むIoT世界の実現に向けた技術課題に挑む
戸川 IoT集積システムプロジェクト

2 017 年度〜　 Key Researchers

国際的な経営学で近年注目される
企業の｢非市場戦略｣や｢チーム・クリ
エイティビティ｣をテーマに研究を展
開。社会への普及啓発を図ります。

商学学術院 教授 入山 章栄

慶應義塾大学大学院経済学研究科修士課程修了
後、三菱総合研究所を経て、2008年米ピッツバーグ
大学経営大学院より博士号（Ph.D.）を取得。米ニュー
ヨーク州立大学バッファロー校ビジネススクールの
アシスタント・プロフェッサー、早稲田大学商学学術
院准教授を経て、19年より現職。
URL  https://www.waseda.jp/fcom/wbs/other/1047

企業の「非市場戦略」を理論的・実証的に研究企業の「非市場戦略」を理論的・実証的に研究
入山フロンティアの経営学研究プロジェクト

2 016 年度〜　 Key Researchers

人の技能や心身機能を拡張するロ
ボットテクノロジーの基盤技術を確立
し、高齢者や障害者の症状改善およ
びQOL 向上への実用を目指します。

理工学術院 教授 岩田 浩康

2002年早稲田大学大学院理工学研究科機械工学
専攻博士後期課程修了、博士（工学）。早稲田大学大
学院理工学研究科講師、同生命医療工学研究所助
教授、早稲田大学理工学術院准教授などを経て、14

年より現職。研究テーマは、リハビリ支援システム、
遠隔医療 IRTなど。
URL  http://jubi-party.jp/

人間支援ロボットテクノロジーの新展開人間支援ロボットテクノロジーの新展開
岩田心身覚醒RTプロジェクト

2 016 年度〜　 Key Researchers
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国際研究プロジェクトを通じて高エ
ネルギー宇宙物理学を牽引するとと
もに、革新的な放射線イメージセン
サーを開発し広く社会に還元します。

理工学術院 教授 片岡 淳

1995年東京大学理学部物理学科卒業、2000年同大
学院理工学研究科博士課程修了、博士（理学）。東京
工業大学大学院理工学研究科助手、同助教、早稲田
大学大学院先進理工学研究科准教授を経て、14年よ
り現職。専門は、ガンマ線宇宙物理学、放射線応用
物理学。
URL  http://www.spxg-lab.phys.waseda.ac.jp/

高精度放射線イメージセンサーの開発高精度放射線イメージセンサーの開発
片岡高精度放射線イメージングプロジェクト

2 016 年度〜　 Key Researchers

人間の骨格筋や腱組織の「機能」「形
態」「材質」に注目。身体運動機能への
作用メカニズムを解明し、効果的なト
レーニング方法を開発します。

スポーツ科学学術院 教授　川上 泰雄

1988年東京大学教育学部体育学健康教育学科卒
業、91年同大学院教育学研究科身体教育学コース修
了、博士（教育学）。東京大学助手、同大学助教授、早
稲田大学助教授を経て、2005年より現職。専門は、
バイオメカニクス、運動生理学、骨格筋のメカニクス。

URL  http://www.f.waseda.jp/ykawa/indexj.htm

人の筋腱特性とその可塑性を包括的に研究人の筋腱特性とその可塑性を包括的に研究
川上筋腱特性開拓プロジェクト

2 015 年度〜　 Key Researchers

ゲノムDNA を核内に収納するクロマ
チン。この構造とダイナミクスによる、
エピジェネティックな遺伝子制御のメ
カニズムを明らかにします。

早稲田大学 名誉教授 胡桃坂 仁志

1989年東京薬科大学薬学部卒業、95年埼玉大学大学院理
工学研究科博士後期課程修了、博士（学術）、薬剤師。アメリ
カ国立保健研究所博士研究員、理化学研究所研究員、早稲
田大学理工学部（当時）助教授、同大学理工学術院教授を
経て、2018年より同大学名誉教授、東京大学定量生命科学
研究所教授。専門は構造生物学、分子生物学、生化学。
URL  http://www.kurumizaka.sci.waseda.ac.jp/

クロマチンダイナミクスの構造基盤を解析クロマチンダイナミクスの構造基盤を解析
胡桃坂エピジェネティクス構造基盤プロジェクト

2 015 年度〜　 Key Researchers

日本文学･文化について世界の優れ
た研究者と対話を重ねながら個人研
究･ 共同研究を推進。同時に次世代を
担う若手研究者を育成します。

文学学術院 教授 十重田 裕一

1993年早稲田大学大学院文学研究科日本文学専
攻修了、博士（文学）。大妻女子大学専任講師、早稲
田大学文学部助教授を経て、2003年より現職。専
門は日本近代文学・文化。研究テーマは「モダニズ
ム文学」「メディア検閲と文学」「映画と文学」など。
1994年窪田空穂賞受賞。
URL  https://researchmap.jp/read0182137

世界の中で日本文学・文化を再想像する世界の中で日本文学・文化を再想像する
トエダ日本文学・文化再想像プロジェクト

2 015 年度〜　 Key Researchers

社会・経済ネットワークを通して技術
や情報がどう伝播し、それによって経
済がどう発展・成長するのか。データ
を用いて実証分析を行います。

政治経済学術院 教授 戸堂 康之

1991年東京大学教養学部卒業、94年アジア経済研
究所開発スクール修了、95年スタンフォード大学食
糧研究所修士課程修了、2000年同大学経済学部博
士課程修了、博士（経済学）。東京大学大学院新領
域創成科学研究科国際協力学専攻教授などを経て、
14年より現職。
URL  http://www.f.waseda.jp/yastodo/

経済成長におけるネットワークの役割を探る経済成長におけるネットワークの役割を探る
戸堂ネットワークと経済成長プロジェクト

2 015 年度〜　 Key Researchers
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ナノ光ファイバー共振器量子電気力学系の実現
　鏡を向かい合わせに配置した中に光と原子を閉じ込めた系を共振器量子電気力学系といいます。共
振器量子電気力学系は原子と光子の量子性を探求するのに適した系であり、2012年のノーベル物理学
賞の対象となっただけでなく、量子コンピューターや量子暗号といった量子情報技術への応用が期待さ
れています。特に、光共振器をユニットとして多段接続することができれば、ユニット間で量子状態を壊
すことなく授受できるため、大規模量子コンピューターや長距離量子暗号の実現につながります。しか
し、従来の共振器量子電気力学系では、ユニット同士をつなぐ光ファイバーとの接続部で量子状態が壊
れてしまいます。そこで我々は、光ファイバーそのものに光共振器を作り込み、全光ファイバー量子ネット
ワークを構築する研究を進めています。
　試行錯誤の末、直径わずか400nm程度のナノ光ファイバーとファイバーブラッグ格子を組み合わせた
ナノ光ファイバー共振器を開発し、これを用いた共振器量子電気力学系を実現しました。光ファイバー
は世界中の情報通信網を支える根幹で確立された接続技術があり、ナノ光ファイバー共振器を2つ結合
しても量子性が崩れないことが確認できています。

分散型量子コンピューターと長距離量子暗号に展開
　これまでの研究で、1ユニットのナノ光ファイバー共振器に100個程度の原子をトラップ（保持）する技術
を開発しました。現在は、このトラップされた原子の操作技術を開発しています。これが可能になると、光
子の量子状態を介してユニット間で量子情報を授受できるようになり、ナノ光ファイバー共振器を分散型
量子コンピューターとして動作させる技術が揃うことになります。超伝導回路方式では数100量子ビット
が限界と言われていますが、ナノ光ファイバー方式であれば1ユニットだけでも一桁以上多くの量子ビット
を保持でき、さらに分散型にすることでさらに大規模な量子コンピューターが実現できると考えています。
　ナノ光ファイバー共振器量子電気力学系は量子暗号通信の長距離化にも貢献します。現状では光損
失により100km程度の通信距離が限界ですが、ナノ光ファイバー共振器による量子ネットワークが実現
すれば、量子中継技術によって長距離量子暗号通信が可能になります。早稲田で開発した独自技術であ
るナノ光ファイバー共振器をもとに、日本発の量子ネットワーク実現を目指します。

スーパーコンピューターをも凌駕する計算性能が期待され、
世界中で開発競争が進む量子コンピューター。現在の主流
である超伝導電気回路方式では、動作原理の根本となる「量
子性」を維持するための冷却が課題となり、実用に足る大規
模化への道筋が見えていません。この打開策として、小規模
の量子計算機を接続しネットワーク化する「分散型量子コン
ピューター」が提案されています。先進理工学部の青木隆朗
教授は、「ナノ光ファイバー共振器」で量子ネットワークを実
現し、全く新しい方式で分散型量子コンピューターや長距離
量子暗号通信に応用する研究を進めています。

ナノ光ファイバー共振器で量子ネットワークを実現

ナノ光ファイバーで挑む量子コンピューターと量子暗号
青木量子ネットワークプロジェクト

2001年東京大学工学系研究科物理工学専攻博士課程修了、
博士（工学）。東京大学工学系研究科助手、JST「さきがけ」専
任研究員、京都大学理学研究科特定准教授、早稲田大学理工学
術院准教授を経て、2014年から現職。専門は量子光学。
URL  http://www.qo.phys.waseda.ac.jp/

青木 隆朗　AOKI, Takao

理工学術院　教授　（先進理工学部）

#01
C l o s e  u p

▲ナノ光ファイバー共振器による量子ネットワーク

　■ 主要論文

1）S. K. Ruddell, K. E. Webb, M. Takahata, S. Kato, and T. Aoki, 
"Ultra-low-loss nanofiber Fabry–Perot cavities optimized for 
cavity quantum electrodynamics", 
Opt. Lett. 45, 4875 (2020).

2）N. Német, D. White, S. Kato, S. Parkins, and T. Aoki,  
"Transfer-Matrix Approach to Determining the Linear 
Response of All-Fiber Networks of Cavity-QED Systems", 
Phys. Rev. Appl. 13, 064010 (2020).

3）D. H. White, S. Kato, N. Német, S. Parkins, and T. Aoki,  
"Cavity Dark Mode of Distant Coupled Atom-Cavity 
Systems", 
Phys. Rev. Lett. 122, 253603 (2019).

4）S. Kato, N. Német, K. Senga, S. Mizukami, X. Huang, S. 
Parkins, and T. Aoki,  
"Observation of dressed states of distant atoms with 
delocalized photons in coupled-cavities quantum 
electrodynamics", 
Nature Communications 10, 1160 (2019).

5）S. Kato and T. Aoki,  
"Strong Coupling between a Trapped Single Atom and an 
All-Fiber Cavity", 
Phys. Rev. Lett. 115, 093603 (2015).
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現代における戦争抑止策として、軍備や軍事同盟での防衛
による安全保障が挙げられます。しかしながら、自衛目的
での抑止政策が相手に脅威として解釈され、結果として双
方による軍備拡大や同盟強化の競争になる可能性があり、
特に現在の東アジア国家間はこの「安全保障のジレンマ」
に陥っているといえます。政治経済学部の多湖淳教授は、
東アジア国家間における安全保障のジレンマ状態を打開
し、安心保証による平和的な共存を促進する条件を、ビッグ
データ解析と社会科学実験を通じて、科学的に特定するこ
とを目指しています。

データから迫る安全保障のジレンマ打開データから迫る安全保障のジレンマ打開

東アジアの安心保証をめぐる科学的分析
多湖・DPPS研究拠点構築プロジェクト

東京大学教養学部卒業後、大学院総合文化研究科修士課程修
了、2007年博士号取得。博士(学術)。神戸大学法学研究科
准教授、同教授を経て、2018年から現職。2017年からオス
ロ平和研究所(PRIO)のグローバル・フェローを兼任。専門
は科学的な国際関係研究。
URL  https://a-tago.github.io/

#02
C l o s e  u p

東アジアの安全保障を科学的に議論する
　従来の安全保障研究においては、民族や主義、宗教等のイデオロギーと紐づけて、戦争の原因を考察
することが主流でした。近年では欧米圏を中心に、公開データの収集・分析による戦争の予測が取り組
まれつつあります。「戦争の相関研究（COW）」プロジェクトによるデータセットもその一つですが、欧米
バイアスがどうしても抜けきれないこともあって、東アジアの議論をする際には慎重な精査が必要とな
ります。本プロジェクトの一つ目の柱として、東アジアにおける時代や地理的な制約等、地域を考慮した

「質」に注目してデータセットを構築します。例えば、東アジアはどうしても海や空の装備が重要になる
のですが、軍事バランスを決める軍備の具体的な内容についてデータ化する必要があります。また今後
は、兵士が無人機やAI搭載機に替わるなど、指標が抜本的に変わっていくことでしょう。これら装備デー
タに加えて、白書や首脳演説、議会答弁、SNS等の政治的公開文書をコーパス化し、軍拡の継続や回避を
規定する要因の特定、安心保証を可能にする国家行動パターンについて、多面的に評価したいと考えてい
ます。

心理学や政治コミュニケーション研究との協働
　安心保証を考える上で、人間心理は非常に重要な要素となります。軍拡競争という負の連鎖を避ける
ために、自国が防衛目的での軍拡をした際に、相手国に対して「軍拡しなくても大丈夫だ」と認識しても
らえるような、人間心理に正の作用を及ぼす情報を提供することで、安心を保証することが可能であると
考えています。従って、本プロジェクトの二本目の柱として、国際政治学を中心としながらも、心理学や政
治コミュニケーションの専門家とも協働し、どのような情報提供がどのような意味でどの程度有効か、と
いうデータを実験調査で蓄積していきます。これまでの研究から、緊張状態にある二国間の軍事協力で
あっても、第三者が制作した前向きなメッセージを込めた映像から、双方の国民が良い印象を受けること
が分かっています。日中韓でWeb調査実験を行い、軍拡競争を回避して長期的な当事者（国家）間の平
和を生み出す政治的、制度的、心理的な条件を見出していきたいと考えています。本プロジェクトの二本
柱の成果により、積極的（Positive）な平和志向と経験的な実証主義（Positivism）を伴う日本発のDual 
Positive Peace Science（DPPS）を示すことを目指します。

1）“Evade and Deceive? Citizen Responses to Surveillance.” 
Journal of Politics. Forthcoming. 
(K. Eck, S. Hatz, C. Crabtreeとの共著)

2）“38 Seconds above the 38th Parallel: How short video-clips 
produced by the US military can promote alignment despite 
antagonism between Japan and Korea,”  
International Relations of the Asia-Pacific. 20(2): 253–273, 
2019. 
(Y. Asaba, H. Kyu, J. Seulgi, T. Kobayashiとの共著)

3）“Negative Surprise in the UN Security Council Authorization,” 
Journal of Peace Research. 56(3): 395-409, 2019. 
(N. Matsumuraとの共著)

4）“Social dominance orientation as an obstacle to intergroup 
apology,”  
PLOS ONE. 14(1): e0211379, 2019. 
(N. Mifune, K. Inamasu, S. Kohama, Y. Ohtsuboとの共著)

5）“To Denounce, or Not To Denounce: Survey Experiment on 
Diplomatic Quarrels,”  
Political Communications. 34(2): 243-260, 2017. 
(S. Kohama, K. Inamasuとの共著)

　■ 主要論文

多湖 淳　TAGO, Atsushi

政治経済学術院　教授　（政治経済学部）　

▲米軍が作成した短編映像が日韓軍事協力に対する
日韓市民の感情に与える影響調査
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世界最高エネルギー加速器での素粒子実験
　素粒子物理学の実験手法として、陽子や電子などの粒子を加速させ、高エネルギーで衝突させ、はじき出
された粒子を検出する加速器実験があります。この実験は宇宙物理学的視点では「ビッグバン直後の高エ
ネルギー状態を再現している」とも言えます。欧州原子核研究機構（CERN）に建設され、世界最大の円形
加速器であるLHCでは、13兆電子ボルトでの陽子衝突実験が可能となっています。私たちは世界中から集
う研究者とともに、新しい素粒子の発見を目的としたLHCでのATLAS実験に2005年から参加しています。
　LHCの陽子衝突は1秒間に4000万回の頻度で起こりますが、データとして残せるのは数100回分が限界
です。私たちは、衝突して発生した直後から崩壊し、安定な粒子に至る多種多様な粒子の膨大な「飛跡」の
うち、どのデータを記録するかを決める「トリガー」の開発を担ってきました。この経験を活かし、暗黒物質
の候補素粒子である超対称性粒子の発見を目指して、トリガーシステムの高速化・高精度化も図っています。
暗黒物質候補を含む信号特有の消失する飛跡を認識するアルゴリズムの構築と実装、従来よりも短く扱い
づらい飛跡の再構成法の確立による探索感度の向上を進めています。

宇宙観測による暗黒物質探索
　ATLAS実験と並行して、宇宙観測による暗黒物質探索も進めています。暗黒物質の対消滅や崩壊で発
生する反重陽子を観測するための液体アルゴンTPC検出器を開発しています。アルゴン検出器は、世界的に
開発が進むキセノン検出器よりも運用温度が低く、発光波長も短いため、システム構築が難しいとされてき
ました。一方で、アルゴン自体が安価で扱いやすいため、検出器を作ることさえできれば、ATLASとは対照
的にコンパクトに自由度をもって暗黒物質に関わる観測を進められるようになります。そこで、日本発の超
高感度アルゴン検出器を開発しようと、研究室のメンバーでゼロから立ち上げました。光センサなど各部品
の配置、光検出のための波長変換技術など約10年の試行錯誤を経て、現在では世界最高の検出光量を出せ
るところにまで至っています。今後、検出器を気球に搭載し、大気の影響を受けない地上37kmまで上げて
観測を行う予定です。まずは、暗黒物質由来の反重陽子の検出を期待しているところです。宇宙誕生の根
源に迫る「暗黒物質の発見」に、早稲田から楔を打ち込むつもりで取組んでいきます。

2012年のヒッグス粒子の発見により完成した「標準模型」は、多
くの物理現象を説明できる理論体系ですが、全てを矛盾なく説明
できるまでには至っていません。物理法則の出発点、すなわちビッ
グバン0秒の状態を説明可能とする「超統一理論」の完成に向け、
理論を裏付ける新たな素粒子の発見が期待されています。たとえ
ば、私たちが観測できている物質の5倍以上存在するとされてい
る暗黒物質もその一つです。先進理工学部の寄田浩平教授は、「世
界最高エネルギー加速器実験」と「超高感度液体アルゴン検出器
による宇宙観測」の両輪で、暗黒物質の発見を目指しています。

宇宙の始まりの物理法則を探る

素粒子実験と宇宙観測で挑む暗黒物質の解明
寄田暗黒物質探索プロジェクト

2005年早稲田大学大学院理工学研究科博士課程修了、博士
（理学）。米国フェルミ国立加速研究所客員研究員、米国シカ
ゴ大学Fermi Fellow, Research Associate、早稲田大学理
工学術院准教授を経て、2016年から現職。専門は素粒子実
験物理学。
URL  http://www.kylab.sci.waseda.ac.jp/

寄田 浩平　YORITA, Kohei

理工学術院　教授　（先進理工学部）

#03
C l o s e  u p

　■ 主要論文

1）M. Kimura, K. Aoyama, M. Tanaka, and K. Yorita,  
"Liquid argon scintillation response to electronic recoils between 
2.8-1275 KeV in a high-light yield single-phase detector", 
Phys. Rev. D, 102, 092008 (2020) .

2）M. Kimura, M. Tanaka, T. Washimi and K. Yorita,  
"Measurement of the scintillation efficiency for nuclear 
recoils in liquid argon under electric fields up to 3 kV/cm",  
Phys. Rev. D, 100, 032002 (2019). 

3）G. Aad, K. Yorita, et al., [ATLAS Collaboration],  
"Search for the electroweak diboson production in association 
with a high-mass dijet system in semileptonic final states in 
pp collisions at sqrt(s)=13 TeV with the ATLAS detector",  
Phys. Rev. D, 100, no.3, 032007 (2019).

4）M. Aaboud, K. Yorita, et al., [ATLAS Collaboration],  
"Search for long-lived charginos based on a disappearing-
track signature in pp collisions at sqrt(s)=13 TeV with the 
ATLAS detector",  
JHEP, 06 (2018) 022.

5）G. Aad, K. Yorita, et al., [ATLAS Collaboration],  
"Observation of a new particle in the search for the Standard 
Model Higgs boson with the ATLAS detector at the LHC",  
Phys. Lett. B, 716 (2012) 1-29.

▲ 開発中のアルゴン検出器

▲消失飛跡（暗黒物質）信号
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次世代自動車研究機構
Research Organization for Next Generation Vehicles

スマート社会技術融合研究機構
Advanced Collaborative Research Organization for Smart Society

　「スマート化」するとは、ICTが社会に広く浸透し、エネルギーや環境への社会的関心が大きくな
り、無駄を省き、効率化を図り、全体の最適化を目指すこと。今はまさにスマート化する社会に向
かっていると言えます。そして目指すべきスマート社会は、生活者にとって生きる基本とも言える住・
食とともに、活動すること、それらが快適で健全・安心であること、環境にも優しくサポートされる
ことを同時に叶えることが必要だと考えます。
　スマート社会技術融合研究機構［Advanced Collaborative Research Organization for 
Smart Society（ACROSS）］は、スマート社会の理想ビジョンを描き、最先端で牽引していくために、

「スマートハウス・マンション・ビル」、「スマートヘルスサポート」、「スマートモビリティ」、「スマートフー
ド」、「スマートグリッド」という5つのスマートドメインを10の研究所で切り拓き、情報・エネルギー・
サービスをもって有機的に結合する社会を目指します。さらに、「大学の知見の提供」、「共同プロジェ
クトの企画と提案」、「人材交流」を実践し、「人」が交流し「技術」を開花させる「場」の形成を通して、
社会が求める優れた成果を目指します。

スマート社会技術の世界トップレベルの研究拠点を目指して

▲機構イメージ図

　本学の自動車用エンジンと触媒の研究は、創造理工学部総合機械工学科、先進理工学部応用化学科を起
源とし、非常に長い歴史と伝統を有し、高い評価を受けてきました。
　2014年に、欧州等の有力市場で注目されているクリーンディーゼルエンジンの研究開発を実施するため、
経済産業省の「クリーンディーゼルエンジン技術の高度化に関する研究開発事業」の各種プロジェクトを、自
動車用内燃機関技術研究組合（AICE）から受託し中心的存在として関わってきました。さらに、内閣府-JST
の「戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）」の課題である「革新的燃焼技術」においても研究拠点校とし
て採択されました。この2本の事業を中心に展開し、自動車の心臓部である最先端の内燃機関、触媒の開発
分野において、国際競争力を維持・発展させながら、次世代自動車へとスムーズに橋渡しを展開していく研
究拠点の設立を目指して、2014年に本機構が発足されました。
　発足以来、本学の有力な研究者が一致協力し、研究プロジェクトを円滑に遂行していくことで、機械工学
系のR＆Dシステムを一新するモデルを提案してきました。さらに、実践的研究を通じて産業界・学界で活躍で
きる有為な人材の輩出や、それらの成果の産業界や行政等、社会システム等への実装化を目指しています。

革新的なエンジン技術開発のための自動車パワートレーン研究拠点

▲早稲田大学58号館ラボ

設　置  研究院
設立年  2014年

　本機構においては、環境に配慮した持続可能な社会の実現を目指し、グリーンイノベーション
推進に必要となる超低消費電力プロセッサ、次世代コンピューティング、ソフトウェア等、様々な次
世代情報通信（ICT）技術に関わる研究を積極的に推進しています。６つの研究所『アドバンストマ
ルチコアプロセッサ研究所』、『知覚情報システム研究所』、『グローバルソフトウェアエンジニアリ
ング研究所』、『グローバルロボットアカデミア研究所』『次世代コンピューティング基盤研究所』『フ
ロンティア流体構造連成解析研究所』が集結し、産業界とも積極的に交流し、超低消費電力で高
性能なメニーコアプロセッサを中核としたグリーンICTの研究開発を産学連携によって推進します。
2011年4月竣工の経済産業省「産業技術研究開発施設整備事業」の支援による「グリーン・コ
ンピューティング・システム研究開発センター」は、産学連携研究の拠点として、また最先端の共
同研究に取り組む若手研究者が、独創的な技術開発に貢献していくための拠点としても重要な役
割を果たしています。

地球に優しい低炭素社会の実現に向けたＩＣＴ基盤技術の構築

グリーン・コンピューティング・システム研究機構
Green Computing Systems Research Organization

▲プロジェクト研究所間の連携・相乗効果

設　置  研究院
設立年  2011年

設　置  研究院
設立年  2014年
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地域・地域間研究機構
Organization for Regional and Inter-regional Studies

　地域・地域間研究機構（ORIS）は、早稲田大学のアジア研究機構、日米研究機構、日欧研究機構
を統合し、アジア研究ユニット、アメリカ研究ユニット、欧州研究ユニットとして存続させ、さらに新しく
アフリカ研究ユニットを加え、2015 年4 月に設置されました。本機構は、これらの研究機構の研究
成果を基礎に、「アジア、アメリカ（北米・中南米）、欧州、アフリカ、中東諸国の地域間関係と共生可
能性」というテーマのもとで、①各地域では現行の価値やルールを含む地域秩序が歴史的にどのよ
うな過程を経て形成されてきたのか、そして、グローバリゼーションが進む世界において、②どのよ
うな領域でどのようにすれば地域を越える価値やルールに基づく共通の秩序が形成され、さらにそ
れを他の領域に拡大することができるのか、という研究課題に取り組んでいます。

機構の事業
◦ アジアの視点からの学際的な地域研究および地域間研究の拠点形成
◦ グローバル共有知の発見・創出と教育および社会への還元
◦ 研究者・実務者の交流の場の形成と若手研究者の育成
◦ 世界のWASEDAとしての国際展開の促進

地域を超えた「和解と共生」の仕組みの構築

設　置  研究院
設立年  2015年

　ナノ理工学研究機構とＡＳＭｅＷ（先端科学・健康医療融合研究機構）で実績を重ねた研究者を
集結し、最先端の装置群を備えた研究施設をもつ本機構は、7つのプロジェクト研究所、２０を超え
る大型公的研究と国内外の企業との多彩な共同・受託研究など、世界的課題のバックキャスティ
ング型の研究開発を推進しています。
　文科省のナノテクノロジープラットフォーム事業などにより整備・運転されるクラス１００を含む３
つのクリーンルーム、化学系実験室、ナノ加工・計測・評価装置などナノテクノロジー研究センター
は、最先端蓄電池、センサ研究施設を持つスマートエナジーシステム・イノベーションセンターとと
もに、研究者および学生に水準高い研究環境を提供しています。また、主要大学付属研究所との
協定や産学官連携による「ナノテクノロジーフォーラム[NFM]」など、若手研究者や技術者の交流・
人材育成、また社会への発信も推進しております。

ナノテクを起点に「早稲田型」のイノベーションに挑む

ナノ・ライフ創新研究機構
Research Organization for Nano & Life Innovation

▲ NTRCのクリーンルームにおける実験風景

設　置  研究院
設立年  2015年

　ロボット研究者が共通に持つ永遠のテーマは、「人間とロボットの共生」です。本機構では、真に
豊かな人間社会を目指すためにロボットの平和的活用を促進する研究拠点の形成に向け、『災害
対応』（災害対応ロボティクス研究所）、『ヘルスケア』（ヘルスケアロボティクス研究所）、『共創』（ヒュー
マン・ロボット共創研究所）を研究テーマに据えた研究活動を実施しています。
　現在の早稲田ロボット研究の特徴は、産業用ロボットに特化せず、“人間”という分からないもの
を対象とし、必ず自分たちでオリジナルのロボットを作ることにあります。モノづくりを通して、コン
ピュータや電気回路、機械の材料、設計に関する知識の他に、医学や心理学など他分野の知識も
取り入れています。
　早稲田大学では、ロボット技術の発展を世界に先駆けて「真の知的社会基盤」へ成長させるため、

「21世紀COEプログラム」などを契機に、「人とロボット技術の共生」を目指した教育研究拠点を
設立しました。多数の「突破力」のある若手人材の創出と、世界最高水準のロボットテクノロジー
の形成を目指し、国際的競争力を更に強化するため、世界のロボット研究中心拠点としてより一
層尽力していきます。

人と共生するロボットの開発を目指して

次世代ロボット研究機構
Future Robotics Organization

▲人と共生するロボットの開発を目指して

設　置  研究院
設立年  2015年
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総合研究機構
Comprehensive Research Organization

オープンイノベーション戦略研究機構
Research  Organization for Open Innovation Strategy

　本機構は、大学の産学連携活動からイノベーションを創出し、社会実装を
実現させるための学内研究支援体制を確立させることを目指しています。こ
の活動を通じて、現代社会における課題解決の加速化と新しい産業社会を
構築する価値創造に本格的に参画することを目指しており、そのことが、これ
からの本学における産学連携活動の目指すべき姿であると考えています。
　イノベーション創出、社会実装の実現のためには、従来の枠組みから組織
対組織の連携、つまり大学対企業との連携に発展させていくことが必要であ
ると考えられます。
　そのためには、複雑な業務を専門人材に任せ、研究者が研究活動に専念
できる環境を整備する必要があります。
　本機構は、副総長を機構長、企業トップの経験者を副機構長に嘱任し、更
に企業活動の経験がある高度職業人材や法務、知財の専門家を招聘するこ
とで、研究活動のマネジメントを大学として支援する体制を戦略的に構築し
ていくことを目的としています。機構の活動を通じて得られた経験と知見を
大学全体に広めていくことを使命としており、学内の多くの研究者を巻き込
んで、本学の研究力と社会貢献力の一層の向上に努めていきたいと考えて
います。

産学連携によるイノベーション・エコシステムを実現させる「社会実装研究拠点」の早期確立を目指して

▲ 7つのリサーチ・ファクトリー

設　置  リサーチイノベーションセンター
設立年  2018年

社会と時代のニーズをいち早く捉え、様々な学問領域を横断する多面的
なアプローチを通じて人類社会の発展と福祉に資する先端的研究を育むこ
とを目的として、「プロジェクト研究所」の制度が2000年4月に発足しまし
た。このプロジェクト研究所の顔ぶれはきわめて多彩であり、「時代の社会
システムを創造する」、「文化の継承・発展に資する」、「地域社会の未来に貢
献する」、「新しい教育のあり方を探る」、「科学技術の最先端に迫る」の５つ
のテーマのもと、4名以上の専任教員が、所属する学術院や文系・理系の
研究分野を問わず集まり、外部資金等をもとに様々な研究課題を設定して
自由で柔軟な研究活動を時限的に展開しています。また、学外の研究者に
も研究員として参画していただくことで、本学を中核とした研究組織がグロー
バルに展開されています。このような多種多様なプロジェクト研究所群は、
約100を超えるプロジェクト研究所からなっている。これらの運営を統括し
ているのが本機構であり、本学全体の教員、研究者の研究活動を活性化し、
とりわけ社会連携に基づく研究活動を促進する研究母体として大きな役割
を担っています。

また、2020年度からは、本学の「強み」を具体的な先端研究として顕在
化させ、拠点形成の実現を目指して全学的なチーム型研究を展開する、「重
点領域研究」の研究課題を実施するプロジェクト研究所も本機構に所属し
ています。これは、研究機構の再編と本学研究組織の効果的な活用に伴う
改編の一環によるもので、「重点領域研究」のプロジェクト研究所に対しては、
従来どおり大学が研究活動を支援しつつ、体系的な評価システムやプロジェ
クト・マネージャーの進行管理により、実効性のある研究マネジメントを行っ
ています。

コラボレーションで進化する学際的研究拠点

▲ユネスコ世界遺産研究所

設　置  研究院
設立年  2000年

▲奈良美術研究所

▲スポーツ栄養研究所
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現代政治経済研究所
Waseda Institute of Political Economy

　1978年に設立された本研究所は、現代社会が直面している課題を学際的に研究分析し、将来
社会も見据えた有意な政策を提言すべく活動しています。また、本学がマス・コミュニケーション、
ジャーナリズムの世界とその研究に大きな貢献を果たしてきた伝統を引き継ぎ、これらの分野にお
ける現代的な問題を政治学・経済学の視点から分析研究することにも、設立当初から携わってき
ました。
　近年は、他の研究機関との連携を深め、環境・エネルギー・医療・開発の学際研究、サステイナ
ビリティ学の創世、EUの総合的な研究、戦後期の資料収集、戦後史の体系的な歴史研究などへ
と射程を広げています。このような関連分野における研究の深化や発展を受けるとともに、早稲
田大学における研究体制、国際的な研究力の向上および研究者養成に一層貢献するべく、若手
研究者への支援の充実などにも力を入れています。
　設立から40年を経過した本研究所は、早稲田大学のみならず日本の政治経済研究の中心的
な拠点となるよう、スーパーグローバル大学創成支援（SGU）「実証政治経済学拠点」と連携しつつ、
これまで以上にさまざまな研究に挑戦していす。

政治・経済・ジャーナリズム研究の中心的研究組織

▲比較法研究所創立６０周年記念国際シンポジウム「持続可能な社会の
ための法を求めて－Law and Sustainability学の推進」(2018年9月
29日～30日　小野記念講堂)

▲ 27号館（小野梓記念館）

▲日・EUフレンドシップウィークシンポジウム

設　置  政治経済学術院
設立年  1978年

　本研究所（比研）は、日本と諸外国の法制度の比較研究と、日本の法学の研究教育に貢献することを
目的として1958年に設立されました。爾来、日本・諸外国の法制度資料の体系的な収集整備に努め、
法令、判例及び法律関係雑誌の蓄積は国内屈指の規模を誇ります。また、今日では日本の固有の法制
度の展開に伴い、世界への日本法の発信や、現代の法学の重要課題の発見と問いかけもしています。
　比研は、法学各分野の最先端の研究者を全世界から招きシンポジウム等を開催しているほか、研究
所員は21件の共同研究プロジェクトを組んで活発な比較法研究を行っています。さらに全所的研究プ
ロジェクトとして、「Law and Sustainability学（持続可能社会法学）の推進」を掲げ、経済成長を前提
とした近代以降の社会生活が自然資源の枯渇や地球環境の破壊を早め、生産と労働の過剰を生んで
いる現実を反省し、将来世代も視野に入れた持続可能社会への転換を図り、経済・社会・環境の三つの
要素のバランスを取りつつ調整するための法と法学の役割を考察しています。
　比研は、紙媒体では『比較法学』『比較法研究所叢書』『Waseda Bulletin of Comparative Law』
の定期的な刊行、オンラインでは「Topics of Japanese Law」「比研オンライン・ジャーナル」「比研オン
ライン・フォーラム」の随時刊行により、研究成果を発信しています。

グローバル化の歪みをグローバル・リージョン・各国の三層で正す法を構想

比較法研究所
Institute of Comparative Law

設　置  法学学術院
設立年  1958年

　法務教育研究センター（CPLER）は、優れた法律専門家を養成し、法の支配を基盤とする社会の
発展に寄与することを目的として、「研究部門」「教育部門」「学外連携部門」の３部門を設け、① 法
律実務に関する理論的・応用的な研究、② 大学院法務研究科における実務教育および同研究科
修了生に対するキャリア支援、③ 法律専門職に対する高度な専門教育、④法律専門職に従事す
る本大学出身者への法律情報サービスの提供等を通じた連携強化などの事業を行っています。
　2016年度から「理論と実務の架橋」に特化した法律雑誌『法務研究論叢』を毎年刊行してい
ます。これまで蓄積してきた法科大学院制度における教育・研究の成果を社会に還元する場であ
るとともに、大学院法務研究科を修了した若手法曹が研究面での成果を公表する場となることが
期待されています。
　また、同じく2016 年度より「法務リカレント講座」（継続教育講座）を開講し、法曹となってから
も持続的・継続的にサポートすることを目的として、大学院法務研究科を修了した法曹等を主な
対象に、新たに先端的かつ実際的なカリキュラムを提供しています。詳細は、本センターのWeb
サイトをご参照ください。

研究や継続教育を通じ、優れた法律専門家を養成

法務教育研究センター
Center for Professional Legal Education and Research

設　置  法学学術院
設立年  2007年

社会科学

社会科学

社会科学
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　「総合人文科学研究センター」（略称「人文研」または「RILAS」）は「人文科学・文化科学の知の
蓄積を未来に継承し、人類が直面する課題に向き合いその答えを模索すること」を使命として、早
稲田大学の人文科学研究を120 余年に渡って発展させてきた文学学術院の下に設立されました。
　人文研における研究活動の特徴は、各研究所員の専門分野を単に掘り下げるだけではなく、各々
の研究テーマの連携や融合をはかりながら共同研究を進めている点にあります。現在は学際的な
15の研究部門を核として、多様な研究活動が行われています。
また各研究所員による研究活動に留まらず「大学院教育と連動したキャリア初期研究者の育成」「海
外からの研究者の受け入れ」「講演会・シンポジウムなどの国際的な研究交流の促進」「社会の要
請に応じた受託研究・共同研究の受け入れ」といった点も大きな活動の柱です。
　今後も学内外の多くの研究者と連携しながら、人文科学研究のパイオニアとして、様々な研
究プロジェクトを展開して参ります。各研究所員の研究成果は総合人文科学研究センター研究誌

「WASEDA RILAS JOURNAL」（オンラインジャーナル）にて広く公開しておりますのでぜひご覧
ください。

人文科学研究のフロンティアを拓く

総合人文科学研究センター
Research Institute for Letters, Arts and Sciences

▲第9回東アジア人文学フォーラム

▲産研フォーラム（井深大記念ホール）

設　置  文学学術院
設立年  2012年

　情報化・国際化がますます進展して多様な価値観が交錯する現代社会の中で、教育の真価が
厳しく問われています。特に先端的かつ学際的な視野に立って広く教育の今日的な課題をとらえ
つつ、明日の教育をどうするのかという具体的な実践に関わる取り組みが求められています。
　本研究所は1986 年4 月に教育学部の教育総合研究室として出発しましたが、1998 年9 月
に全学的な規模の教育総合研究所に改組されました。研究室の設立からすると、はや30 年の歴
史を刻んできたことになります。その成果をしっかりと受け継ぎつつも、今日的な課題を視野に収
めた効果的な研究成果を目指したいものです。
　本研究所の主な活動は、講演会・シンポジウム・研修会等の開催、公募研究とその支援、「所報」

「早稲田教育評論」「早稲田教育叢書」「早稲田教育ブックレット」等の刊行物の編纂・発行となっ
ています。公募研究に関しては、その成果をこれらの出版物や研究発表によって公開しています。
　本研究所は、所長・副所長ならびに管理委員および運営委員（総務部会・編集部会）、そして事
務局の連携・協力によって運営されています。教育に携わる方々、教育に関心を抱く方々の積極
的な参画を期待しています。

教育の本質を踏まえた上で今日的な課題を総合的に探究する

教育総合研究所
Institute for Advanced Studies in Education

設　置  教育・総合科学学術院
設立年  1986年

　早稲田大学産業経営研究所は、1974年の設立以来、今日まで45年にわたり、産業界とアカデミッ
クな世界をつなぐ研究機関として、産業経営に広く関わる最先端の諸問題をさまざまな視角より研究し
ています。
　現在、当研究所では、当学商学部および大学院会計研究科に所属する教員を中心に、学外からも数
多くの招聘研究員を迎え、各研究テーマに応じた研究分科会を設置し、日々、学術研究の推進に取り組
んでいます。
　また、内部的な研究推進に留まらず、「研究活動で得られた学術的成果を通じて、実社会に貢献すること」
を使命として、機関誌の刊行、研究会・講演会の開催、フォーラム・シンポジウムの開催、学外機関から
の研究・研修事業の受託等、研究成果の発信・還元や教育分野との連携にも積極的に取り組んでいます。
　最近では、フォーラム地方開催や、国際学会共催によるシンポジウム、シリーズ講演会、海外提携校
や一般企業からの受託教育など、これまでとは異なる新たな取り組みにも挑戦しています。
　今後も、当研究所では、産業経営分野での研究推進および社会貢献のため、新たな挑戦を続けてい
きます。

産業経営に関わる最先端の諸問題をさまざまな視角より研究

産業経営研究所
Research Institute of Business Administration

設　置  商学学術院
設立年  1974年

社会科学

社会科学
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ビジネス・ファイナンス研究センター
Institute for Business and Finance

　早稲田大学ビジネス・ファイナンス研究センターは、ファイナンス研究センターとWBS研究セン
ターを母体として、2017年9月1日より新たに活動を開始しました。
　ビジネスおよびファイナンスを中心に基礎的・応用的研究を行うことで、ビジネスおよびファイ
ナンスに関する中核的研究機関としての役割を果たすとともに、研究成果を社会に還元する高度
な専門知識を持った職業人を養成し、広く人類社会の発展に寄与することを目的としています。
　また、エグゼクティブ教育の中核を担う存在として、MBA教育部門である早稲田大学ビジネス
スクール（WBS）と一体となって、時代を担う経営のプロを育成するための教育・研修プログラム
を展開しています。
　本センターとWBS双方の教育・研究システムを一体化することで、ビジネス・ファイナンス分野
の基礎的・応用的研究を通じて世界水準の研究成果を生産・発信し、教育の現場ならびに広く社
会に還元することを目的としています。

世界水準のビジネス・ファイナンス研究推進とエグゼクティブ教育の展開

▲早稲田地球再生塾勉強会

▲材研外観

▲エグゼクティブ教育風景

設　置  商学学術院
設立年  2017年

　前身となる理工学部研究所が1940年に開設されて以来、組織や名称は時代とともに変化しまし
たが、本研究所は、「学際研究を含む理工学の基礎およびその応用に関する研究を社会との連携を
図りつつ展開し、科学技術の発達と人類の福祉に貢献する」ことを変わらぬ活動の理念としています。
　研究活動は、本研究所に所属する学内外1,000名近くの研究員によって展開されており、受託・
共同研究等により本研究所が受け入れる外部資金は、本学全体の受入資金総額の約半分に相当し、
本学における研究活動の中核をなす存在となっています。学外諸機関と連携したプロジェクト研究
はバイオ系、エンバイラメント系、サイエンス系、テクノロジー系の4部門で年間約80件にのぼります。
それらの研究成果の広報と社会への積極的な還元を目的とした講演会の開催支援や、刊行物発行
による本研究所の活動紹介等、多種多様な研究支援活動に加え、アーリーバードプログラムをはじ
めとする若手研究者の育成・支援も行っています。
　また、2018年度からは7つの重点研究領域を設置するとともに、早稲田地球再生塾（Waseda 
Earth Regeneration School：WERS）を立ち上げ、本学における理工系研究の更なる発展を目指
しています。

学内最大規模の理工系研究組織

理工学術院総合研究所
Waseda Research Institute for Science and Engineering

　我が国最初の私立大学理工系附置研究所として1938年に「鋳物研究所」として設置された早
稲田大学各務記念材料技術研究所（以下、材研）は、当初は、その当時重要な国策であった造船
等重工業の発展を支える基盤材料としての鋳物の研究拠点としての役割を果たしました。その後、
1988年の創立50周年を機に現在の名称に改称し、幅広い材料の研究を行ってきました。
　大学内での組織上の位置付けに関しては、2006年に早稲田大学の附置研究所から理工総研
のクラスター研究所へ、しかし2017年度行った箇所化により理工学術院の附置研究所となり、 
現在、理工総研からの独立を果たしております。そしてさらに、箇所化の半年後となる2018年4月 
1日には、文部科学省が行っている共同利用・共同研究拠点の認定を受け、早稲田大学だけで 
なく、全国に開かれた研究所として新たな一歩を踏み出すこととなりました。その事業名は「環境
整合材料基盤技術共同研究拠点」です。今後は、全国にある材料系共同利用・共同研究拠点と
共に、我が国の材料研究の発展に寄与できるよう一層の努力を重ねていきたいと考えております。

私学最初の理工系研究所

各務記念材料技術研究所
Kagami Memorial Research Institute for Materials Science and Technology

設　置  理工学術院
設立年  1938年

社会科学

設　置  理工学術院
設立年  2006年
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国際情報通信研究センター
Global Information and Telecommunication Institute

　高度に発達した情報通信システムは、人間同士のコミュニケーションを始め、セキュリティー、医
療福祉、交通運輸、エネルギー流通等の社会インフラ分野まで幅広く利用され、豊かな社会の実
現に貢献して来ました。しかしその一方で、情報通信システムの発展を背景に進行した社会のグ
ローバル化が新たな格差（情報格差）を生み出し、これが経済格差の問題、環境問題、資源・食料・
人口問題等と結びつくことによって、社会の不安定化要因になりつつあるという指摘もあります。
私たちが、今後も豊かで安心・安全な社会を築いてゆくためには、情報通信システムの高度化や
信頼性の向上に務めるのはもとより、情報通信を巡る諸問題の解決にも努めなくてはなりません。
　国際情報通信研究センターでは、あらゆる産業界との連携に加え、世界中の大学や研究機関、
国の研究機関や行政省庁と連携をとりながら、分野を横断した多様な学術領域および実務領域
において高度な情報通信基盤を形成することを目標に、情報通信技術を通じて社会に貢献する研
究者の育成を行なっています。

豊かで安全・安心な未来社会の実現に貢献

▲無人航空機を用いた広域センサーネットワーク実験

▲早稲田大学が開発した電動バスWEB-3

▲ IPS海外連携シンポジウムの開催模様

設　置  理工学術院
設立年  1998年

　本研究センターは、地球規模で複雑化する環境問題の解決をめざすべく、2002 年に開設されました。早稲
田大学が持つ総合力を最大限に発揮し、学問領域統合型の研究アプローチで問題の解決に向けた研究開発を
行うとともに、「現実・現物・現場」のなかで研究開発の成果を実証する実践的アプローチにも積極的に取り組
んでいます。
　科学技術の発展によって、我々の生活は物質的に豊かになった反面、種々の社会経済活動を通じて資源・エ
ネルギーを大量消費してきた結果、様々な環境・資源問題を引き起こしており、そこには、二律背反的な多くの
難題が潜んでいるのが現状です。このような課題に取り組むには、多様な視点を持つことが極めて重要であり、
我々の生活圏としての地域（自然、都市、農漁村、森林・山間地域）、国全体、アジアから全世界へと繋がる空間
的な視点や、環境問題に関わる過去、現在、未来という時間的な視点、また、多様な産業や社会・経済システム
や法制度・政策との関わり、さらには伝統や文化、ライフスタイルに及ぶ視点まで広範に及びます。産学官に市
民を加えた関係主体が参加し、検討を尽くし、将来の目標と計画を共有して、それぞれの立場と特質を活かしな
がら連携して問題解決にあたらなければ、累積される負の遺産は修復不可能なものとなるでしょう。本研究セ
ンターでは学内外の研究者や諸機関と連携し、実践的な研究を通じて社会に貢献することを目指しています。

産学官民が一体となって取り組む、環境への実践的アプローチ

環境総合研究センター
Environmental Research Institute

設　置  理工学術院
設立年  2002年

　本研究センター（IPSRC）は、北部九州に集積する自動車産業や半導体産業の知的高度化への
貢献、国内外研究機関や企業との共同研究・プロジェクト参画、中高生へ理工学の学びの機会提
供、市民公開講座・技術セミナー開催など、教育研究から地域・社会貢献まで、大学院情報生産 
システム研究科（IPS）と一体となり幅広い活動を展開しています。中でも年一回開催する「IPS海
外連携シンポジウム」には毎年国内外から約150名が集まり、共同研究成果や最新技術・研究動
向をプレゼンやポスターで発表すると同時に、参加者の横断的な交流の場を提供する一大イベント 
として成長しています。
　またIPSRC、IPS、他3大学と企業が集う「北九州学術研究都市」では自動車を重点分野に掲げ
ており、企業から一線で活躍するエンジニアを講師として招聘し、カーエレクトロニクス、カーロボティ
クスを学ぶ「連携大学院」を開講し、また無人自動車走行運転の実証実験などを行う次世代交通
の実験フィールドとして、産学官連携による世界レベルの研究拠点を形成しています。

ものづくりの系譜を継ぐ街、北九州から、産学官連携による世界レベルの研究拠点として発信

情報生産システム研究センター
Information, Production and Systems Research Center

設　置  理工学術院
設立年  2007年
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先端社会科学研究所
Institute for Advanced Social Sciences

　先端社会科学研究所は、社会科学の学際的・国際的・臨床的研究を組織化し推進するとともに、
その研究成果を教育にフィードバックすることを目的として、2016 年、早稲田大学社会科学総合
学術院に開設されました。本研究所の理念は次の３つです。

◦ 社会の複雑性多様性を認識し、それを全体として把握するための社会科学の「総合化」
◦ 文理諸科学の進歩を取り入れ、社会科学の境界領域を融合深化するための社会科学の「学際化」
◦ 社会と実践的に関わる研究活動を重視し、今必要とされる研究成果を生み出すための社会科

学の「臨床化」

　本研究所は、グローバルイシュー研究部門とソーシャルデザイン研究部門から構成されます。こ
の２部門は、大学院社会科学研究科の２専攻と結びつき、教育との連携を図っています。研究活動
として、各部門に設置された時限付きプロジェクト研究グループによる研究、社会科学学際雑誌「ソ
シオサイエンス」の発刊等を行い、それらの研究成果を研究所ホームページを通じて発信しています。

社会科学の学際的・国際的・臨床的研究の拠点へ

▲無菌状態での組織細胞の継代培養操作

▲実験室での脳波計測風景

▲先端社会科学研究所開設記念国際シンポジウム（2016年4月23日）

設　置  社会科学総合学術院
設立年  2016年

　本研究センターは、人間・社会・自然の調和と秩序ある発展を目指し、人間の存在および行動に
関する諸問題を科学的かつ総合的に探求し、もって健康にして幸福な人間生活および積極的な社
会生活の確立に資することを目的として設立されました。
　その目的を達成するための１つとして厳密な選考を行う３種類の研究プロジェクトを実施しています。
大型競争的研究資金を獲得するための助走・準備を支援する企画準備プロジェクト、獲得した大型
競争的研究資金のより効率的な運用を支援する大型研究支援プロジェクト、自由な課題設定によ
る一般研究プロジェクトの３つの研究プロジェクトを有し、様々なテーマでの研究を推進しています。
　また、学内外の研究機関とも連携し、多くの招聘研究員、共同研究や受託研究の受け入れを行っ
ており、多角的な研究を探究できる体制づくりを行っています。これは研究者同士のコミュニティ構
築にもつながっています。
　本研究センターで展開される研究の成果が、次代を担う若手研究者の教育や支援に寄与すること、
さらに、その成果がさらに広く社会へと還元されることによって、現代社会が抱える数多くの難題の
解決に今後も貢献していきます。

人間に関する諸問題を人間発達の観点から総合的かつ科学的に探求

人間総合研究センター
Advanced Research Center for Human Sciences

　スポーツ科学研究センターは、スポーツ文化、スポーツビジネス、スポーツ医科学、身体運動科
学およびコーチング科学のスポーツ科学研究領域における研究活動をより一層活性化させるとと
もに、その成果を社会に広く還元することを目的として2006年9月に設立されました。本研究セ
ンターは、大学院スポーツ科学研究科およびスポーツ科学部における教育・研究と密接な連携を
保ちながら研究成果の水準を高めています。研究・調査の実施や研究成果の発信、研究会や講
演会の開催に加え、センターと他機関を結ぶ窓口としても機能しており、研究成果の社会還元を
実現しています。
　高齢化の進む現代社会ではアクティヴ・ライフの意義が益々高まっています。また、2020年オ
リンピック・パラリンピック東京大会を前に、アスリートを科学的にサポートするスポーツ科学への
期待も高まっています。この時代だからこそ、本センターがさらに活気づき、人々の幸福を高める
ための研究拠点になるものと考えられます。

「スポーツ」が社会にもたらす幸福と可能性の探求

スポーツ科学研究センター
Institute for Sport Sciences

設　置  スポーツ科学学術院
設立年  2006年

社会科学

設　置  人間科学学術院
設立年  1987年
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アジア太平洋研究センター
Waseda University Institute of Asia-Pacific Studies (WIAPS)

　現在、世界経済に占めるアジア太平洋地域の割合は50％以上になっています。経済の進展に
伴い、人々は物質的な豊かさを享受できるようになりましたが、その一方で貧困、環境、安全保障
など、生活に深刻な影響を与える問題が山積しています。ヒト、モノ、カネ、情報などが国境を活
発に移動するようになったグローバル化社会においては、これらの問題は国内に止まらず、国際
問題となっています。
　アジア太平洋研究センターでは、上述したような問題について、３つの領域（地域研究、国際関係、
国際協力・政策研究）を研究活動の中心に置く専任教員により、グローバルかつ地域的な観点か
ら学際的な研究が行われています。専任教員はセンター内に研究部会を設置し、研究成果につい
ては「アジア太平洋討究」を通じて積極的に外部に公開しています。また、学外からの受託研究費、
寄付金、補助金により研究プロジェクトも実施されており、国内外の大学・研究機関・企業と連携し、
研究ネットワークの形成にも力を入れています。国際共同研究、国際シンポジウムを開催するなど
研究成果の海外への発信にも努めており、アジア太平洋地域における国際研究活動において、重
要な役割を占めています。

成長著しいアジア太平洋地域の諸問題について学際的研究を推進

▲ 20周年記念シンポジウム「アジア太平洋における分裂と統合の力学」

設　置  国際学術院
設立年  1997年
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　情報処理技術並びに通信技術の急速な発展に伴い、多種多様かつ大量なデータの取り扱いが可
能となったことで、データ科学（データサイエンス）の重要性が高まっています。データ科学はデータ
から新しい知見を手に入れ、これを意思決定に役立てるための総合科学であり、理工系・人文社会系
を問わずあらゆる学問・研究領域において必要になってきております。またこれまでそれぞれの専門
領域で積み重ねられてきた「理論」と「データによる実証」が融合することで、これまでには無い新しい
学問・研究の展開が期待されています。
　本センターでは、私立総合大学の強みを最大限に活かし、理工系・人文社会系の専門領域で得ら
れた知見と、最新のデータ科学との融合を図るプラットホームを提供することにより、総合知・新しい
知の創造と複雑でグローバルな社会問題解決を行うことができる人材の育成を目指すとともに、大
学全体の研究力の向上を目指しております。また、国内外の大学や企業と大規模なネットワークを形
成し、世界の先進的研究教育モデルの拠点として、実践的な教育と最先端の研究の普及に努めてま
いります。
　より詳細な内容は、ホームページを是非ご覧ください。

データ科学と専門知識の融合による新たなる知の創出

データ科学センター
Center for Data Science

設立年  2017年

高等研究所
Waseda Institute for Advanced Study (WIAS)

　高等研究所は、早稲田大学が世界最高水準の研究大学を目指す上で、優秀な若手研究者の育
成を図るために設立されました。研究分野を限定せず、広く世界から集った人材が研究に専念し
ています。
　研究員は、人文科学、社会科学、自然科学もしくは学際的分野における各自の研究テーマに取
り組んでいます。研究員には各種競争的資金獲得、論文投稿や学会発表による成果発信、月例
研究会での発表やセミナーの企画運営が求められますが、各自の研究テーマや分野の枠を越えて
大きなスケールで他の研究者と連携していくことができるよう、他機関との講演会共催支援など、
各種の交流機会も与えられます。
　研究員はまた、各学術院等における教育に携わる機会も与えられます。このような経験を経て、
研究員は主に大学教員や企業・研究機関の研究職に就き、巣立っていきます。
　高等研究所はまた、顕著な研究業績を有する訪問研究員を海外から受け入れ、本学教員や若
手研究者との交流機会を設けています。現在、世界各地の大学が設置する高等研究所との国際
的な連携も進めており、本学全体の研究水準向上にさらに貢献してゆきます。

若手研究者の飛躍を支え、世界につながる研究拠点

▲高等研月例研究会の開催模様

社会科学

設立年  2006年

▲  CJL授業風景

　日本語教育研究センターでは、個々の学生の日本語レベルや目的に応じた日本語教育を実施し
ています。学内の5,000人を超える留学生を対象に日本語科目を開講しており、現在学内総留学
生のうち約半数が日本語科目の受講をしております。また、本センターでも独自に1 年間・半年間の

「日本語教育プログラム」と、3 週間・6 週間の「短期日本語集中プログラム」を運営し、世界各国
から留学生を受け入れています。留学生だけでなく、外国人教員、外国人研究者に門戸を開いてい
るのも特色の一つです。大学院日本語教育研究科と連携し、先端的な日本語教育理論を実践する
場にもなっています。
　また、日本語教育研究センターでは、日本語および日本語教育の向上発展に資することを目指して、
日本語教育に関する理論的・実践的研究プロジェクト、研究会を立ち上げ、研究活動を行っています。
さらに、本センターにおける日本語教育活動を学内外に発信すること、日本語教育の向上に資する
ことを目的に、年に一度、紀要『早稲田日本語教育実践研究』を発行しています。本誌では、「論文」「イ
ンタビュー」「ショート・ノート」「実践紹介」などの記事を掲載しています。

国内最大規模の日本語教育の展開と先端的日本語教育理論の実践

日本語教育研究センター
Center for Japanese Language

設立年  1988年

RESEARCH  ACTIVITIES 31

その他の研究組織等Other Research Organizations



▲ TWInsの外観

　本学と東京女子医科大学は、50年以上も前より人工心臓や生体計測の分野で協力し、医学と
理工学の共同研究を進めてきました。さらに生命科学・医理工学領域の研究に両学で組織的に
取り組むため、2008年に東京女子医科大学との連携施設「東京女子医科大学・早稲田大学　
連携先端生命医科学研究教育施設」を設立し、両学同時に「先端生命医科学センター」を設置し
ました。恒例となっている研究交流セミナーでは、両学から教員、研究員、臨床医、学生が参加し、
口頭発表や80件を超えるポスター発表において活発な議論が交わされています。
　人類にとって健康や福祉は大きなテーマであり、病気の予防、診断、治療には、画像情報伝達
技術、バイオマテリアル、AIなどの最先端テクノロジーを導入し、高度な先端技術を実現すること
が望まれています。そのためには医学・医療と理工学の融合による生命科学や医理工学といった
領域の深化・発展が必要不可欠ですが、TWInsで行われている研究分野は、生命科学、医学、理
工学、生物学、など多岐にわたり、新たな学問領域を生み出すには最適な環境です。TWInsは高
度先端医療の実現を目指す、次世代型医理工連携の推進拠点として活動して参ります。

高度先端医療の実現を目指す次世代型医理工連携推進の拠点

先端生命医科学センター（通称：TWIns） 
Center for Advanced Biomedical Sciences:Tokyo Women’s Medical University – Waseda University Joint Institution for Advanced Biomedical Sciences

設　置  理工学術院
設立年  2008年

▲バークリーに所在するオフィス外観（カフェ2F）

　本学は、海外の優れた学術機関との交流協定の締結やこれら協定に基づく学生交流・学術交流を進めており、
15の海外拠点で交流のサポートを行っています。このうち北米と欧州の拠点は国際的な研究交流連携を構
築するための活動を行っています。
　サンフランシスコオフィス（2012年開設）は、北米における本学の教育や研究活動の支援や人的ネットワー
ク形成など多岐に渡る活動を行っています。研究戦略センターや研究推進部と連携し米国の研究大学や機
関とのネットワーク形成と強化を行い、また、本学から派遣される研究者や学生の現地での活動をバックアッ
プしています。
　ブリュッセルオフィス（2016年開設）は、ヨーロッパにおける本学の認知度向上と国際共同研究の推進を
目的としています。欧州連合の首都である当地には、教育・研究分野においても多くの情報、関係者が集ま
り、その役割は重要性を増しています。本学はブリュッセルオフィスを通じて欧州の産学官のネットワークを形
成・強化し、研究ワークショップや、日本・EUの共通の関心事について議論・発信する「Waseda Brussels 
Conference」を通じ、国際連携パートナーとしてのWASEDAが選ばれるよう、活動をしています。

教育・研究サポートを行う海外拠点

サンフランシスコオフィス・ブリュッセルオフィス
San Francisco Office ・ Brussels Office

設　置  国際部
設立年  2012年（サンフランシスコオフィス）

2016年（ブリュッセルオフィス）
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會津八一記念博物館
Aizu Museum

国際文学館
International House of Literature

　東洋美術史研究者のみならず歌人・書家としても知られる會津八一（1881-1956）は、美術史
の研究と教育には作品と直に接することが不可欠であると述べ、それを「実学」と名付けて提唱し
ました。そしてその実践にと、私財を投じて中国の明器、鏡、瓦磚など4,000点余りを集め、学生
の教育、研究の資料としました。これが現在の會津八一コレクションであり、当博物館収蔵品のひ
とつの柱となっています。さらに、戦前より行われた考古学の発掘資料、寄贈された近現代の美
術作品、土佐林義雄コレクションのアイヌ民族資料など、いずれも早稲田大学独自の貴重な文化
遺産となっています。そして、1998年の博物館の開館以来、校友の皆様をはじめ、富岡重憲コレ
クション、内山基コレクション、延原観太郎コレクション、服部和彦コレクション、小野義一郎コレ
クション、安藤更生コレクションなどの寄贈を受け、収蔵品は計約2万件にのぼります。これらを
常時、展示公開し、学内外の研究、教育に活用される博物館を目指すとともに、大学における知の
歴史的所産にいつでも接触できる開かれたミュージアムとなるよう努力しています。

早稲田大学国際文学館（通称：村上春樹ライブラリー）は、作家・村上春樹氏のご厚意で、本
学に貴重な資料が寄託・寄贈されることが契機となり、2021年10月1日に開館しました。

村上文学を基点に、グローバルに文学を研究・発信し、国際交流を図る取り組みを行い、「村上
春樹文学」研究とともに、「国際文学」「翻訳文学」の研究拠点となることを志向しています。

場所は村上氏と縁の深い坪内博士記念演劇博物館に隣接する4号館で、建築家隈研吾氏によっ
て斬新なリノベーションが施されました。館内には研究者のための資料室のほか、一般にも公開
されるギャラリーラウンジ、展示室、スタジオ、オーディオスペース、カフェなども設置され、定期的
にイベントを開催します。

貴重な文化財を有する開かれた大学ミュージアム

村上春樹ライブラリー　―誰もが集う「文学の家」に

▲  2号館會津八一記念博物館外観

▲国際文学館外観

設立年  1998年

設立年  2021年

▲演劇博物館正面　16世紀イギリスのフォーチュン座を模して設計さ
れており、建物自体がひとつの劇場資料となっている

　坪内博士記念演劇博物館は、日本国内に限らず世界各地の演劇・映像関連資料を収集・所蔵する演劇と映像
を専門とする博物館で、百万点以上に及ぶ所蔵コレクションを展覧会や『enpaku book』をはじめとする刊行物、
データベース等により広く公開しています。
　早くからデジタルアーカイブ構築にも取り組み、演劇情報総合データベース「デジタル・アーカイブ・コレクショ
ン」も充実しています。公開資料は浮世絵、歌舞伎・浄瑠璃の台本・番付や舞台写真、現代演劇上演記録など多
岐にわたり、なかでも浮世絵の役者絵コレクションは世界最大規模です。また、能面など立体資料の3D化を進め、
将来を見据えたアーカイブ構築を目指しています。
　さらに、当館の演劇映像学連携研究拠点は2009年度より文部科学省から「共同利用・共同研究拠点」の認
定を受け、演劇研究・映像研究を牽引しています。数々のテーマ研究・公募研究が進められ、2016～18年度に
は機能強化支援事業の採択を受けました。国内外の優れた演劇関連の研究機関と活発に国際シンポジウムを開
催するなど、国際的な共同研究を進めています。
　また、地域文化振興にも積極的に取り組み、演劇・映像文化の普及に貢献してきました。一般の方も利用でき
るライブラリーも併設し、関連書籍やシナリオ・台本類などの資料は、研究のみならず多方面で活用されています。

“演劇の早稲田”の象徴的存在 アジア唯一の演劇専門総合博物館

坪内博士記念演劇博物館
The Tsubouchi Memorial Theatre Museum

設立年  1928年
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早稲田大学は、すべての研究者が、研究活動の社会に与える影響の大きいことを認識し、常に良心に従って研究活
動を遂行できるよう、諸規程を定め、諸施策を実行しています。

学術研究倫理委員会
学術研究倫理委員会は、研究活動に係る不正防止および不正行為への対応に関する規程に基づき設置され、不正防止、不正対
応に取り組んでいます。

利益相反マネジメントの実施
本学は、公的資金研究に関係する利益相反を対象として、「公的研究費に関する利益相反マネジメント規程」を制定し、同規程に
基づき設置した利益相反マネジメント委員会の下で当該マネジメントを実施しています。

研究倫理に係る取り組み

学術研究倫理に係る規程等の制定
早稲田大学学術研究倫理憲章は、本学の研究活動に携わるす
べての研究者等の倫理的な態度、行動規範として制定されまし
た。学術研究倫理に係るガイドラインは、学術研究倫理憲章に
則った行動指針であり、大学の責務と、研究者の責務について、
具体的に定めています。また、研究活動に係る不正防止および
不正行為への対応に関する規程では、研究不正、研究費不正の
防止と不正行為への対応を定めています。

学術研究倫理に関する行動規範・規程等

早稲田大学学術研究倫理憲章

学術研究活動に係る者の倫理的な態度と行動規範

学術研究倫理に係るガイドライン

研究者の責務や研究活動の適切な遂行等に係る具体的な指針

研究活動に係る不正防止および
不正行為への対応に関する規程

研究／研究費不正の防止と不正行為への対応等に係る規程

研究・実験に関する審査体制
本学では研究対象を保護し、研究の公正性と信頼性
を確保することを目的として、各規程を定め研究計画
の倫理審査および実験計画の審査を行っています。

人を対象とする
研究に関する
倫理審査委員会

ヒトES細胞研究
専門倫理委員会

ヒトゲノム・
遺伝子解析研究
倫理委員会

バイオセーフティ
委員会

遺伝子組換え
実験

審査委員会

動物実験
審査委員会

研究倫理オフィス▶ https://www.waseda.jp/inst/ore/
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INFORMATION

ACCESS

・ 東京メトロ 東西線 早稲田駅から徒歩3分
・ 東京メトロ副都心線 西早稲田駅から徒歩16分
・ JR 山手線 高田馬場駅から徒歩21分
・ 西武鉄道 西武新宿線 高田馬場駅から徒歩21分

大手町
→

早稲田
駅

早稲田
キャンパス

西早稲田
キャンパス

早稲田駅

高田馬場駅

面影橋駅 新目白通り

明
治
通
り

新
宿
↓

J
R
山
手
線

西
武
新
宿
線

↑
池
袋

東京メトロ東西線

早稲田通り

都電荒川線

高
田
馬
場
駅

穴八幡宮
龍泉院

大隈講堂

東京メトロ東西線
高田馬場駅出入口

都バス（学バス）
早大正門行

東京メトロ東西線
早稲田駅出入口

東京メトロ副都心線
西早稲田駅出入口

都バス（学バス）
早大正門

都バス
馬場下町

都バス
早大理工前

都バス（学バス）
馬場下町

都バス（学バス）
西早稲田

都バス
西早稲田

都バス
早稲田

都バス
九段下行
（西早稲田キャンパスへ）

大隈庭園

正門

大隈会館

西門

※早稲田キャンパスと戸山キャンパスの間は徒歩5分です。

西
早
稲
田
駅

↑
池
袋

渋
谷
↓

東
京
メ
ト
ロ
副
都
心
線

戸山
キャンパス

早稲田大学
リサーチイノベーション
センター（121号館）

中央図書館
（総合学術情報センター）

都バス（学バス）
高田馬場2丁目

支援のお願い

早稲田オープン・イノベーション・バレー募金

本学では「世界で輝くWASEDA」の実現に向けた研究推進の一環として、アメ
リカのシリコンバレーのような産学連携・技術創造の場を、早稲田地域を中心
に展開する「早稲田オープン・イノベーション・バレー構想」を掲げています。
「早稲田にはビジネスチャンスがある」と企業が集まり新たなテクノロジーを共
創し、早稲田地域がオープンイノベーションの拠点となるために、産学連携研
究を推進する研究環境・研究支援機能の整備等の事業に取り組んでいます。
本構想実現に向けた各種事業推進のため、ご支援をお願いいたします。
多額のご寄付を賜りました方につきまして、新研究開発棟「リサーチイノベー
ションセンター（121号館）」内に寄付者銘板を作成し、末永く顕彰いたします。
詳細はQRコードよりご確認ください。

研究者データベース 早稲田大学リポジトリ

本学では、社会との連携や情報発信
等のために、在職する教員・研究員等
の専門分野や著書・論文等の研究業
績や教育活動に関するデータを学内
外に公開しています。
研究分野や論文タイトル等による
キーワードや、氏名・専門分野・所属等
の検索機能により、常勤教員・研究員
約2,000人の情報にすばやくアクセ
スすることが可能です。

早稲田大学内で生産されたデジタル
学術情報（学術雑誌掲載論文・学位論
文・紀要論文等）を保存し、学内外に
発信しています。

〒162-0041 東京都新宿区早稲田鶴巻町513　 

早稲田大学リサーチイノベーションセンター（121号館）
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早稲田大学  研究活動紹介

Research Activities

早稲田大学　研究推進ワンストップ窓口
〒162-0041　東京都新宿区早稲田鶴巻町513 

 URL  https://waseda-research-portal.jp/inquiry/
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